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議案第８３号  
 
   令和７年度西条市一般会計及び特別会計歳入歳出決算の認定につい 

て  
 
 令和７年度西条市一般会計及び特別会計歳入歳出決算を別冊のとおり議会の認

定に付する。  
 
  令和８年９月１日提出  
 

西条市長  越 智 三 義   
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提案理由  
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、監査

委員の審査意見を付けて、議会の認定を求めるものである。  
 

関係法令  
 地方自治法  

（決算）  
第２３３条 （略）  
２ （略）  
３ 普通地方公共団体の長は、前項の規定により監査委員の審査に付した決算を

監査委員の意見を付けて次の通常予算を議する会議までに議会の認定に付さな

ければならない。  
４～７ （略）  
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議案第８４号  
 
   令和７年度西条市水道事業会計決算の認定について  
 
 令和７年度西条市水道事業会計決算を別冊のとおり議会の認定に付する。  
 
  令和８年９月１日提出  
 
                     西条市長  越 智 三 義   
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提案理由  
地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

監査委員の審査意見を付けて、議会の認定を求めようとするものである。  
 

関係法令  
 地方公営企業法  

（決算）  
第３０条 （略）  
２、３ （略）  
４ 地方公共団体の長は、第２項の規定により監査委員の審査に付した決算を、

監査委員の意見を付けて、遅くとも当該事業年度終了後３月を経過した後にお

いて最初に招集される定例会である議会の認定（地方自治法第１０２条の２第

１項の議会においては、遅くとも当該事業年度終了後３月を経過した後の最初

の定例日（同条第６項に規定する定例日をいう。）に開かれる会議において議

会の認定）に付さなければならない。  
５～９ （略）  
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議案第８５号 

 

   令和７年度西条市病院事業会計決算の認定について 

 

 令和７年度西条市病院事業会計決算を別冊のとおり議会の認定に付する。 

 

  令和８年９月１日提出 

 

                     西条市長  越 智 三 義    
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提案理由 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定によ

り、監査委員の審査意見を付けて、議会の認定を求めようとするものである。 

 

関係法令 

地方公営企業法 

（決算） 

第３０条 （略） 

２、３ （略） 

４ 地方公共団体の長は、第２項の規定により監査委員の審査に付した決算

を、監査委員の意見を付けて、遅くとも当該事業年度終了後３月を経過し

た後において最初に招集される定例会である議会の認定（地方自治法第１

０２条の２第１項の議会においては、遅くとも当該事業年度終了後３月を

経過した後の最初の定例日（同条第６項に規定する定例日をいう。）に開

かれる会議において議会の認定）に付さなければならない。 

５～９ （略） 
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議案第８６号  
 
   令和７年度西条市公共下水道事業会計決算の認定について  
 
 令和７年度西条市公共下水道事業会計決算を別冊のとおり議会の認定に付する。  
 
  令和８年９月１日提出  
 

西条市長  越 智 三 義  
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提案理由  
地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、

監査委員の審査意見を付けて、議会の認定を求めようとするものである。  
 

関係法令  
 地方公営企業法  

（決算）  
第３０条 （略）  
２、３ （略）  
４ 地方公共団体の長は、第２項の規定により監査委員の審査に付した決算を、

監査委員の意見を付けて、遅くとも当該事業年度終了後３月を経過した後にお

いて最初に招集される定例会である議会の認定（地方自治法第１０２条の２第

１項の議会においては、遅くとも当該事業年度終了後３月を経過した後の最初

の定例日（同条第６項に規定する定例日をいう。）に開かれる会議において議

会の認定）に付さなければならない。  
５～９ （略）  
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議案第８７号 

 

   工事請負契約の締結について 

 

 西教総工第７号玉津小学校施設躯体健全化事業の内普通教室棟改修工事について、

次のとおり請負契約を締結するため、西条市議会の議決に付すべき契約及び財産の取

得又は処分に関する条例（平成１６年西条市条例第４８号）第２条の規定により、議

会の議決を求める。 

 

  令和８年９月１日提出 

 

西条市長  越 智 三 義   
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１ 契約の目的  
  西教総工第７号 

玉津小学校施設躯体健全化事業の内 普通教室棟改修工事  
 
２ 契約の方法  
  一般競争入札  
 
３ 契約の金額  
  １８２，０２８，０００円  
 
４ 契約の相手方  

愛媛県西条市喜多川４５７番地１ 

株式会社山本工務店 

代表取締役 山 本 新 一 郎 
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提案理由 

西教総工第７号玉津小学校施設躯体健全化事業の内普通教室棟改修工事請負契

約の締結について、西条市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に

関する条例第２条の規定により、議会の議決を求めるものである。  
 

関係法令 

 西条市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例 

（議会の議決に付すべき契約） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第９６条第１

項第５号の規定により議会の議決に付さなければならない契約は、予定価格１億５

，０００万円以上の工事又は製造の請負とする。 
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議案第８８号 

 

   愛媛地方税滞納整理機構の共同処理する事務の変更及び規約の変更につ 

いて 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、愛媛地方

税滞納整理機構の共同処理する事務に国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）

第７６条第１項の規定に基づき保険者が賦課徴収する国民健康保険料に係る滞納事案

のうち、関係市町の長から機構が引き受けた事案に係る滞納処分及びこれに関連する

事務並びに滞納処分の停止又は不納欠損処分をすることについての判定に係る事務を

加え、同機構規約を次のとおり変更することについて、地方自治法第２９０条の規定

により、議会の議決を求める。 

 

  令和８年９月１日提出 

 

西条市長  越 智 三 義   
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愛媛地方税滞納整理機構規約の一部を改正する規約 

 愛媛地方税滞納整理機構規約（平成１８年２月３日愛媛県指令１７市第１３７１号）

の一部を次のように改正する。 

第３条第１号中「並びに森林環境税」を「、森林環境税」に改め、「されている森林

環境税」の次に「並びに国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）の規定に基づ

き保険者が賦課徴収する国民健康保険料」を加える。 

   附 則 

 この規約は、愛媛県知事の許可のあった日から施行する。 
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提案理由 

令和９年度から愛媛地方税滞納整理機構の共同処理する事務に国民健康保険法第７

６条第１項の規定に基づき保険者が賦課徴収する国民健康保険料の滞納処分等を加え

ることに伴い、愛媛地方税滞納整理機構の共同処理する事務を変更し、及び同機構の

規約を変更することについて、地方自治法第２９０条の規定により、議会の議決を求

めるものである。 

 

関係法令 

 地方自治法 

（組織、事務及び規約の変更） 

第２８６条 一部事務組合は、これを組織する地方公共団体（以下この節において

「構成団体」という。）の数を増減し若しくは共同処理する事務を変更し、又は一

部事務組合の規約を変更しようとするときは、関係地方公共団体の協議によりこれ

を定め、都道府県の加入するものにあっては総務大臣、その他のものにあっては都

道府県知事の許可を受けなければならない。ただし、第２８７条第１項第１号、第

４号又は第７号に掲げる事項のみに係る一部事務組合の規約を変更しようとすると

きは、この限りでない。 

２ （略） 

（議会の議決を要する協議） 

第２９０条 第２８４条第２項、第２８６条（第２８６条の２第２項の規定によりそ

の例によることとされる場合（同項の規定による規約の変更が第２８７条第１項第

２号に掲げる事項のみに係るものである場合を除く。）を含む。）及び前２条の協議

については、関係地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 
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議案第８９号 

 

愛媛県後期高齢者医療広域連合規約の変更について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の３第１項の規定により、愛

媛県後期高齢者医療広域連合規約を変更することについて、同法第２９１条の１１の

規定により、議会の議決を求める。 

 

令和８年９月１日提出 

 

西条市長  越 智 三 義 
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愛媛県後期高齢者医療広域連合規約の一部を改正する規約 

愛媛県後期高齢者医療広域連合規約（平成１９年２月１９日愛媛県指令１８市第

１２８３号）の一部を次のように改正する。 

第７条第１項中「２６人」を「２５人」に改める。 

附 則 

この規約は、愛媛県知事の許可のあった日から施行する。 
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提案理由 

愛媛県後期高齢者医療広域連合規約の一部変更について、構成市町の人口変動に

伴い、議員定数の見直しが必要となったため、地方自治法第２９１条の１１の規定に

より、議会の議決を求めるものである。 

 

関係法令 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

（組織、事務及び規約の変更） 

第２９１条の３ 広域連合は、これを組織する地方公共団体の数を増減し若しくは処

理する事務を変更し、又は広域連合の規約を変更しようとするときは、関係地方

公共団体の協議によりこれを定め、都道府県の加入するものにあっては総務大臣、

その他のものにあっては都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし、

次条第１項第６号若しくは第９号に掲げる事項又は前条第１項若しくは第２項の

規定により広域連合が新たに事務を処理することとされた場合（変更された場合

を含む。）における当該事務のみに係る広域連合の規約を変更しようとするときは、

この限りでない。 

２～８ (略) 

  (議会の議決を要する協議)  

第２９１条の１１ 第２８４条第３項、第２９１条の３第１項及び第３項、前条第１

項並びに第２９１条の１３において準用する第２８９条の協議については、関係

地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 
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議案第９０号  
 
   土地改良事業の施行について  
 
 次のとおり土地改良事業を施行するため、土地改良法（昭和２４年法律第１９

５号）第９６条の２第２項の規定により、議会の議決を求める。  
 
  令和８年９月１日提出  
 

西条市長  越 智 三 義   
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１ 事業名  
土地改良事業  

 
２ 地区名  

お国川地区  
 
３ 事業費  
  ７０，０００，０００円  
 
４ 受益面積  
  １３．２ヘクタール  
 
５ 受益者数  
  ３６戸  
 
６ 整備内容  
  コンクリート水路 Ｌ=２５０ｍ  
 
７ 事業期間  

令和９年度から令和１１年度まで     
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提案理由  
お国川地区に位置する排水路の整備を、土地改良事業にて実施するに当たり、

土地改良法第９６条の２第２項の規定により、議会の議決を求めるものである。  
 

関係法令  
 土地改良法  
 （土地改良事業の開始）  
第９６条の２ 市町村は、土地改良事業計画を定めて土地改良事業を行うことができ

る。  
２ 前項の規定により土地改良事業計画を定めるには、市町村は、あらかじめ、当該

市町村の議会の議決を経て、土地改良事業の計画の概要（２以上の土地改良事業を

併せて施行する場合には、その各土地改良事業に係る計画の概要及び農林水産省令

で定めるときにあっては全体構成）を定め、その計画の概要（全体構成を定める場

合にあっては、その全体構成を含む。）その他必要な事項を公告して、その事業の

施行に係る地域内にある土地につき第３条に規定する資格を有する者の３分の２

（２以上の土地改良事業を併せて施行する場合には、その各土地改良事業につき、

その施行に係る地域内にある土地につき同条に規定する資格を有する者の３分の

２）以上の同意を得、かつ、当該土地改良事業の施行に係る地域の全部又は一部を

その地区の全部又は一部とする土地改良区があるときは、その土地改良区の同意を

も得なければならない。  
３～７ （略）  
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議案第９１号  
 
   土地改良事業の施行について  
 
 次のとおり土地改良事業を施行するため、土地改良法（昭和２４年法律第１９

５号）第９６条の２第２項の規定により、議会の議決を求める。  
 
  令和８年９月１日提出  
 

西条市長  越 智 三 義   
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１ 事業名  
土地改良事業  

 
２ 地区名  

小松川地区  
 
３ 事業費  
  ５８，０００，０００円  
 
４ 受益面積  
  ２１．１ヘクタール  
 
５ 受益者数  
  ４５戸  
 
６ 整備内容  
  管更生 φ６００ Ｌ=１０６ｍ  
 
７ 事業期間  

令和９年度及び令和１０年度      
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提案理由  
小松川地区に位置する農業用管水路の修繕を、土地改良事業にて実施するに当

たり、土地改良法第９６条の２第２項の規定により、議会の議決を求めるもので

ある。  
 

関係法令  
 土地改良法  
 （土地改良事業の開始）  
第９６条の２ 市町村は、土地改良事業計画を定めて土地改良事業を行うことができ

る。  
２ 前項の規定により土地改良事業計画を定めるには、市町村は、あらかじめ、当該

市町村の議会の議決を経て、土地改良事業の計画の概要（２以上の土地改良事業を

併せて施行する場合には、その各土地改良事業に係る計画の概要及び農林水産省令

で定めるときにあっては全体構成）を定め、その計画の概要（全体構成を定める場

合にあっては、その全体構成を含む。）その他必要な事項を公告して、その事業の

施行に係る地域内にある土地につき第３条に規定する資格を有する者の３分の２

（２以上の土地改良事業を併せて施行する場合には、その各土地改良事業につき、

その施行に係る地域内にある土地につき同条に規定する資格を有する者の３分の

２）以上の同意を得、かつ、当該土地改良事業の施行に係る地域の全部又は一部を

その地区の全部又は一部とする土地改良区があるときは、その土地改良区の同意を

も得なければならない。  
３～７ （略）  
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議案第９２号 

 

西条市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例等の一部を改正する条例について 

 

西条市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和８年９月１日提出 

 

西条市長  越 智 三 義 
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西条市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例等の一部を改正する条例  
（西条市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定め

る条例の一部改正）  
第１条 西条市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例（平成２６年西条市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。 

改正後 改正前 

目次 目次 

第１章、第２章 （略） 第１章、第２章 （略） 

第３章 特定地域型保育事業者の運営

に関する基準 

第３章 特定地域型保育事業者の運営

に関する基準 

第１節、第２節 （略） 第１節、第２節 （略） 

第３節 特例地域型保育給付費に関

する基準（第５１条―第５

２条） 

第３節 特例地域型保育給付費に関

する基準（第５１条・第５

２条） 

（正当な理由のない提供拒否の禁止等

） 

（正当な理由のない提供拒否の禁止等

） 

第６条 （略） 第６条 （略） 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園

又は幼稚園に限る。以下この項におい

て同じ。）は、利用の申込みに係る法

第１９条第１号に掲げる小学校就学前

子どもの数及び当該特定教育・保育施

設を現に利用している教育認定子ども

                 

        の総数が、当該特定

教育・保育施設の同号に掲げる小学校

就学前子どもの区分に係る利用定員の

総数を超える場合においては、抽選、

申込みを受けた順序により決定する方

法、当該特定教育・保育施設の設置者

の教育・保育に関する理念、基本方針

２ 特定教育・保育施設（認定こども園

又は幼稚園に限る。以下この項におい

て同じ。）は、利用の申込みに係る法

第１９条第１号に掲げる小学校就学前

子どもの数及び当該特定教育・保育施

設を現に利用している同号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子どもの総数が、当該特定

教育・保育施設の同号に掲げる小学校

就学前子どもの区分に係る利用定員の

総数を超える場合においては、抽選、

申込みを受けた順序により決定する方

法、当該特定教育・保育施設の設置者

の教育・保育に関する理念、基本方針
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等に基づく選考その他公正な方法（第

４項において「選考方法」という。）

により選考しなければならない。 

等に基づく選考その他公正な方法（第

４項において「選考方法」という。）

により選考しなければならない。 

３ 特定教育・保育施設（認定こども園

又は保育所に限る。以下この項におい

て同じ。）は、利用の申込みに係る法

第１９条第２号又は第３号に掲げる小

学校就学前子どもの数及び当該特定教

育・保育施設を現に利用している満３

歳以上保育認定子ども又は満３歳未満

保育認定子ども（特定満３歳以上保育

認定子どもを除く。）の総数が、当該

特定教育・保育施設の同条第２号又は

第３号に掲げる小学校就学前子どもの

区分に係る利用定員の総数を超える場

合においては、法第２０条第４項の規

定による認定に基づき、保育の必要の

程度及び家族等の状況を勘案し、保育

を受ける必要性が高いと認められる教

育・保育給付認定子どもが優先的に利

用できるよう、選考するものとする。 

３ 特定教育・保育施設（認定こども園

又は保育所に限る。以下この項におい

て同じ。）は、利用の申込みに係る法

第１９条第２号又は第３号に掲げる小

学校就学前子どもの数及び当該特定教

育・保育施設を現に利用している同条

第２号又は第３号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども      の総数が、当該

特定教育・保育施設の同条第２号又は

第３号に掲げる小学校就学前子どもの

区分に係る利用定員の総数を超える場

合においては、法第２０条第４項の規

定による認定に基づき、保育の必要の

程度及び家族等の状況を勘案し、保育

を受ける必要性が高いと認められる教

育・保育給付認定子どもが優先的に利

用できるよう、選考するものとする。 

４ 前２項の特定教育・保育施設は、選

考方法又は前項に規定する選考の方法

をあらかじめ教育・保育給付認定保護

者に明示した上で、選考を行わなけれ

ばならない。 

４ 前２項の特定教育・保育施設は、選

考方法              

をあらかじめ教育・保育給付認定保護

者に明示した上で、選考を行わなけれ

ばならない。 

５ （略） ５ （略） 

（あっせん、調整及び要請に対する協

力） 

（あっせん、調整及び要請に対する協

力） 

第７条 （略） 第７条 （略） 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園

又は保育所に限る。以下この項におい

て同じ。）は、保育認定子ども   

                 

                に

２ 特定教育・保育施設（認定こども園

又は保育所に限る。以下この項におい

て同じ。）は、法第１９条第２号又は

第３号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子どもに
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係る当該特定教育・保育施設の利用に

ついて児童福祉法第２４条第３項（同

法第７３条第１項の規定により読み替

えて適用する場合を含む。第４０条第

２項及び第４２条第４項第１号におい

て同じ。）の規定により市町村が行う

調整及び要請に対し、できる限り協力

しなければならない。 

係る当該特定教育・保育施設の利用に

ついて児童福祉法第２４条第３項（同

法第７３条第１項の規定により読み替

えて適用する場合を含む。第４０条第

２項及び第４２条第４項第１号におい

て同じ。）の規定により市町村が行う

調整及び要請に対し、できる限り協力

しなければならない。 

（教育・保育給付認定の申請に係る援

助） 

（教育・保育給付認定の申請に係る援

助） 

第９条 特定教育・保育施設は、教育・

保育給付認定を受けていない保護者か

ら利用の申込みがあった場合は、当該

保護者の意思を踏まえて速やかに教育

・保育給付認定の申請が行われるよう

必要な援助を行わなければならない。 

第９条 特定教育・保育施設は、教育・

保育給付認定を受けていない保護者か

ら利用の申込みがあった場合は、当該

保護者の意思を踏まえて速やかに当該

申請        が行われるよう

必要な援助を行わなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

（特定教育・保育の提供の記録） （教育・保育  の提供の記録） 

第１２条 （略） 第１２条 （略） 

（利用者負担額等の受領） （利用者負担額等の受領） 

第１３条 （略） 第１３条 （略） 

２、３ （略） ２、３ （略） 

４ 特定教育・保育施設は、前３項の支

払を受ける額のほか、特定教育・保育

において提供される便宜に要する費用

のうち、次に掲げる費用の額の支払を

教育・保育給付認定保護者から受ける

ことができる。 

４ 特定教育・保育施設は、前３項の支

払を受ける額のほか、特定教育・保育

において提供される便宜に要する費用

のうち、次に掲げる費用の額の支払を

教育・保育給付認定保護者から受ける

ことができる。 

(1)、(2) （略） (1)、(2) （略） 

(3) 食事の提供（次に掲げるものを除

く。）に要する費用 

(3) 食事の提供（次に掲げるものを除

く。）に要する費用 

ア 次の(ｱ)又は(ｲ)に掲げる満３歳

以上教育・保育給付認定子どもの

うち、その教育・保育給付認定保

ア 次の(ｱ)又は(ｲ)に掲げる満３歳

以上教育・保育給付認定子どもの

うち、その教育・保育給付認定保
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護者及び当該教育・保育給付認定

保護者と同一の世帯に属する者に

係る市町村民税所得割合算額がそ

れぞれ(ｱ)又は(ｲ)に定める金額未

満であるものに対する副食の提供 

護者及び当該教育・保育給付認定

保護者と同一の世帯に属する者に

係る市町村民税所得割合算額がそ

れぞれ(ｱ)又は(ｲ)に定める金額未

満であるものに対する副食の提供 

(ｱ) 教育認定子ども      

              

            ７７

，１０１円 

(ｱ) 法第１９条第１号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども ７７

，１０１円 

(ｲ) 満３歳以上保育認定こども 

              

           （特定

満３歳以上保育認定子どもを除

く。イ(ｲ)において同じ。） ５

７，７００円（令第４条第２項

第６号に規定する特定教育・保

育給付認定保護者にあっては、

７７，１０１円） 

(ｲ) 法第１９条第２号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども（特定

満３歳以上保育認定子どもを除

く。イ(ｲ)において同じ。） ５

７，７００円（令第４条第２項

第６号に規定する特定教育・保

育給付認定保護者にあっては、

７７，１０１円） 

イ 次の(ｱ)又は(ｲ)に掲げる満３歳

以上教育・保育給付認定子どもの

うち、負担額算定基準子ども又は

小学校第３学年修了前子ども（小

学校、義務教育学校の前期課程又

は特別支援学校の小学部の第１学

年から第３学年までに在籍する子

どもをいう。以下このイにおいて

同じ。）が同一の世帯に３人以上

いる場合にそれぞれ(ｱ)又は(ｲ)に

定める者に該当するものに対する

副食の提供（アに該当するものを

除く。） 

イ 次の(ｱ)又は(ｲ)に掲げる満３歳

以上教育・保育給付認定子どもの

うち、負担額算定基準子ども又は

小学校第３学年修了前子ども（小

学校、義務教育学校の前期課程又

は特別支援学校の小学部の第１学

年から第３学年までに在籍する子

どもをいう。以下  イにおいて

同じ。）が同一の世帯に３人以上

いる場合にそれぞれ(ｱ)又は(ｲ)に

定める者に該当するものに対する

副食の提供（アに該当するものを

除く。） 

(ｱ) 教育認定子ども      

              

            負担

額算定基準子ども又は小学校第

(ｱ) 法第１９条第１号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども 負担

額算定基準子ども又は小学校第
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３学年修了前子ども（そのうち

最年長者及び２番目の年長者で

ある者を除く。）である者 

３学年修了前子ども（そのうち

最年長者及び２番目の年長者で

ある者を除く。）である者 

(ｲ) 満３歳以上保育認定子ども 

              

            負担

額算定基準子ども（そのうち最

年長者及び２番目の年長者であ

る者を除く。）である者 

(ｲ) 法第１９条第２号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども 負担

額算定基準子ども（そのうち最

年長者及び２番目の年長者であ

る者を除く。）である者 

ウ （略） ウ （略） 

(4)、(5) （略） (4)、(5) （略） 

５、６ （略） ５、６ （略） 

（運営規程） （運営規程） 

第２０条 特定教育・保育施設は、次に

掲げる施設の運営についての重要事項

に関する規程（第２３条において「運

営規程」という。）を定めておかなけ

ればならない。 

第２０条 特定教育・保育施設は、次に

掲げる施設の運営についての重要事項

に関する規程（第２３条において「運

営規程」という。）を定めておかなけ

ればならない。 

(1)～(6) （略） (1)～(6) （略） 

(7) 特定教育・保育施設の利用の開

始、終了に関する事項及び利用に当

たっての留意事項（第６条第２項 

    に規定する選考方法及び同

条第３項に規定する選考の方法を含

む。） 

(7) 特定教育・保育施設の利用の開

始、終了に関する事項及び利用に当

たっての留意事項（第６条第２項及

び第３項に規定する選考方法   

              を含

む。） 

(8)～(11) （略） (8)～(11) （略） 

（利用定員の遵守） （定員  の遵守） 

第２２条 （略） 第２２条 （略） 

（虐待等の禁止） （虐待等の禁止） 

第２５条 特定教育・保育施設の職員

は、教育・保育給付認定子どもに対

し、児童福祉法第３３条の１０第１項

各号（幼保連携型認定こども園である

特定教育・保育施設の職員にあって

第２５条 特定教育・保育施設の職員

は、教育・保育給付認定子どもに対

し、児童福祉法第３３条の１０第１項

各号（幼保連携型認定こども園である

特定教育・保育施設の職員にあって
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は、認定こども園法第２７条の２第１

項各号、学校教育法第１条に規定する

幼稚園である特定教育・保育施設の職

員にあっては、同法   第２８条第

２項において準用する認定こども園法

第２７条の２第１項各号）に掲げる行

為その他当該教育・保育給付認定子ど

もの心身に有害な影響を与える行為を

してはならない。 

は、認定こども園法第２７条の２第１

項各号、             

幼稚園である特定教育・保育施設の職

員にあっては、学校教育法第２８条第

２項において準用する認定こども園法

第２７条の２第１項各号）に掲げる行

為その他当該教育・保育給付認定子ど

もの心身に有害な影響を与える行為を

してはならない。 

（特別利用保育の基準） （特別利用保育の基準） 

第３５条 特定教育・保育施設（保育所

に限る。以下この条において同じ。）

が教育認定子ども         

                 

     に対し特別利用保育を提供

する場合には、法第３４条第１項第３

号に規定する基準を遵守しなければな

らない。 

第３５条 特定教育・保育施設（保育所

に限る。以下この条において同じ。）

が法第１９条第１号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもに対し特別利用保育を提供

する場合には、法第３４条第１項第３

号に規定する基準を遵守しなければな

らない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定

により特別利用保育を提供する場合に

は、当該特別利用保育に係る教育認定

子ども              

                 

  及び当該特定教育・保育施設を現

に利用している満３歳以上保育認定子

ども               

        の総数が、第４条第

２項第３号の規定により定められた法

第１９条第２号に掲げる小学校就学前

子どもに係る利用定員の数を超えない

ものとする。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定

により特別利用保育を提供する場合に

は、当該特別利用保育に係る法第１９

条第１号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども

の数及び当該特定教育・保育施設を現

に利用している同条第２号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子どもの総数が、第４条第

２項第３号の規定により定められた法

第１９条第２号に掲げる小学校就学前

子どもに係る利用定員の数を超えない

ものとする。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規

定により特別利用保育を提供する場合

には、特定教育・保育には特別利用保

育を、施設型給付費には特例施設型給

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規

定により特別利用保育を提供する場合

には、特定教育・保育には特別利用保

育を、施設型給付費には特例施設型給
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付費（法第２８条第１項の特例施設型

給付費をいう。次条第３項において同

じ。）を、それぞれ含むものとして、

前節（第６条第３項及び第７条第２項

を除く。）の規定を適用する。この場

合において、第６条第２項中「特定教

育・保育施設（認定こども園又は幼稚

園に限る。以下この項において同じ。

）」とあるのは「特定教育・保育施設

（特別利用保育を提供している施設に

限る。以下この項において同じ。）」

と、「教育認定子ども       

                 

 」とあるのは「教育認定子ども又は

満３歳以上保育認定子ども」と、「同

号」とあるのは「同条第２号」と、第

１３条第２項中「法第２７条第３項第

１号に掲げる額」とあるのは「法第２

８条第２項第２号の内閣総理大臣が定

める基準により算定した費用の額」

と、同条第４項第３号イ(ｱ)中「教育

認定子ども     」とあるのは

「教育認定子ども     （特別利

用保育を受ける者を除く。）」と、同号

イ(ｲ)中「満３歳以上保育認定子ども

」とあるのは「満３歳以上保育認定子

ども（特別利用保育を受ける者を含

む。）」とする。 

付費（法第２８条第１項の特例施設型

給付費をいう。次条第３項において同

じ。）を、それぞれ含むものとして、

前節（第６条第３項及び第７条第２項

を除く。）の規定を適用する。この場

合において、第６条第２項中「特定教

育・保育施設（認定こども園又は幼稚

園に限る。以下この項において同じ。

）」とあるのは「特定教育・保育施設

（特別利用保育を提供している施設に

限る。以下この項において同じ。）」

と、「同号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子ど

も」とあるのは「同号又は同条第２号

に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子ども」と、第

１３条第２項中「法第２７条第３項第

１号に掲げる額」とあるのは「法第２

８条第２項第２号の内閣総理大臣が定

める基準により算定した費用の額」

と、同条第４項第３号イ(ｱ)中「教育

・保育給付認定子ども」とあるのは

「教育・保育給付認定子ども（特別利

用保育を受ける者を除く。）」と、同号

イ(ｲ)中「教育・保育給付認定子ども

」とあるのは「教育・保育給付認定子

ども（特別利用保育を受ける者を含

む。）」とする。 

第３６条 特定教育・保育施設（幼稚園

に限る。以下この条において同じ。）

が満３歳以上保育認定子ども    

                 

     に対し、特別利用教育を提

供する場合には、法第３４条第１項第

２号に規定する基準を遵守しなければ

第３６条 特定教育・保育施設（幼稚園

に限る。以下この条において同じ。）

が法第１９条第２号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもに対し、特別利用教育を提

供する場合には、法第３４条第１項第

２号に規定する基準を遵守しなければ
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ならない。 ならない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定

により特別利用教育を提供する場合に

は、当該特別利用教育に係る満３歳以

上保育認定子ども         

                 

  及び当該特定教育・保育施設を現

に利用している教育認定子ども   

                 

        の総数が、第４条第

２項第２号の規定により定められた法

第１９条第１号に掲げる小学校就学前

子どもに係る利用定員の数を超えない

ものとする。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定

により特別利用教育を提供する場合に

は、当該特別利用教育に係る法第１９

条第２号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども

の数及び当該特定教育・保育施設を現

に利用している同条第１号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子どもの総数が、第４条第

２項第２号の規定により定められた法

第１９条第１号に掲げる小学校就学前

子どもに係る利用定員の数を超えない

ものとする。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規

定により特別利用教育を提供する場合

には、特定教育・保育には特別利用教

育を、施設型給付費には特例施設型給

付費を、それぞれ含むものとして、前

節（第６条第３項及び第７条第２項を

除く。）の規定を適用する。この場合

において、第６条第２項中「特定教育

・保育施設（認定こども園又は幼稚園

に限る。以下この項において同じ。）」

とあるのは「特定教育・保育施設（特

別利用教育を提供している施設に限

る。以下この項において同じ。）」と、

「利用の申込みに係る法第１９条第１

号に掲げる小学校就学前子どもの数」

とあるのは「利用の申込みに係る法第

１９条第２号に掲げる小学校就学前子

どもの数」と、「教育認定子ども  

                 

      の総数」とあるのは「教

育認定子ども又は満３歳以上保育認定

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規

定により特別利用教育を提供する場合

には、特定教育・保育には特別利用教

育を、施設型給付費には特例施設型給

付費を、それぞれ含むものとして、前

節（第６条第３項及び第７条第２項を

除く。）の規定を適用する。この場合

において、第６条第２項中「特定教育

・保育施設（認定こども園又は幼稚園

に限る。以下この項において同じ。）」

とあるのは「特定教育・保育施設（特

別利用教育を提供している施設に限

る。以下この項において同じ。）」と、

「利用の申込みに係る法第１９条第１

号に掲げる小学校就学前子どもの数」

とあるのは「利用の申込みに係る法第

１９条第２号に掲げる小学校就学前子

どもの数」と、「同号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子どもの総数」とあるのは「同

条第１号又は第２号に掲げる小学校就
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子ども              

     の総数」と、「同号に掲げ

る小学校就学前子どもの区分に係る利

用定員の総数」とあるのは「同条第１

号に掲げる小学校就学前子どもの区分

に係る利用定員の総数」と、第１３条

第２項中「法第２７条第３項第１号に

掲げる額」とあるのは「法第２８条第

２項第３号の内閣総理大臣が定める基

準により算定した費用の額」と、同条

第４項第３号イ(ｱ)中「教育認定子ど

も     」とあるのは「教育認定

子ども     （特別利用教育を受

ける者を含む。）」と、同号イ(ｲ)中

「満３歳以上保育認定子ども」とある

のは「満３歳以上保育認定子ども（特

別利用教育を受ける者を除く。）」とす

る。 

学前子どもに該当する教育・保育給付

認定子どもの総数」と、「同号に掲げ

る小学校就学前子どもの区分に係る利

用定員の総数」とあるのは「同条第１

号に掲げる小学校就学前子どもの区分

に係る利用定員の総数」と、第１３条

第２項中「法第２７条第３項第１号に

掲げる額」とあるのは「法第２８条第

２項第３号の内閣総理大臣が定める基

準により算定した費用の額」と、同条

第４項第３号イ(ｱ)中「教育・保育給

付認定子ども」とあるのは「教育・保

育給付認定子ども（特別利用教育を受

ける者を含む。）」と、同号イ(ｲ)中

「教育・保育給付認定子ども」とある

のは「教育・保育給付認定子ども（特

別利用教育を受ける者を除く。）」とす

る。 

第３章 特定地域型保育事業者の

運営に関する基準 

第３章 特定地域型保育事業者の

運営に関する基準 

第１節 利用定員に関する基準 第１節 利用定員に関する基準 

第３７条 特定地域型保育事業（事業所

内保育事業を除く。）の利用定員（法

第２９条第１項の確認において定める

ものに限る。以下この章において同

じ。）の数は、家庭的保育事業にあっ

ては１人以上５人以下、小規模保育事

業Ａ型（西条市家庭的保育事業等の設

備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２６年西条市条例第２０号）第

２７条に規定する小規模保育事業Ａ型

をいう。第４２条第３項第１号におい

て同じ。）及び小規模保育事業Ｂ型

（同条例第２７条に規定する小規模保

育事業Ｂ型をいう。第４２条第３項第

第３７条 特定地域型保育事業（事業所

内保育事業を除く。）の利用定員（法

第２９条第１項の確認において定める

ものに限る。以下この章において同

じ。）の数は、家庭的保育事業にあっ

ては１人以上５人以下、小規模保育事

業Ａ型（西条市家庭的保育事業等の設

備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２６年西条市条例第２０号）第

２８条に規定する小規模保育事業Ａ型

をいう。第４２条第３項第１号におい

て同じ。）及び小規模保育事業Ｂ型

（同条例第３１条に規定する小規模保

育事業Ｂ型をいう。第４２条第３項第
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１号において同じ。）にあっては６人

以上１９人以下、小規模保育事業Ｃ型

（同条例第２７条に規定する小規模保

育事業Ｃ型をいう。附則第４項におい

て同じ。）にあっては６人以上１０人

以下、居宅訪問型保育事業にあっては

１人とする。 

１号において同じ。）にあっては６人

以上１９人以下、小規模保育事業Ｃ型

（同条例第３３条に規定する小規模保

育事業Ｃ型をいう。附則第４項におい

て同じ。）にあっては６人以上１０人

以下、居宅訪問型保育事業にあっては

１人とする。 

２ 特定地域型保育事業者（満３歳以上

限定小規模保育事業者（満３歳以上限

定小規模保育事業を行う者をいう。以

下同じ。）を除く。）は、次の各号に掲

げる地域型保育事業の区分に応じ、当

該地域型保育事業を行う事業所ごと

に、当該各号に定める利用定員を、満

１歳に満たない小学校就学前子どもと

満１歳以上の小学校就学前子どもとに

区分して定めるものとする。 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域

型保育の種類及び当該特定地域型保育

の種類に係る特定地域型保育事業を行

う事業所（以下「特定地域型保育事業

所」という。）ごとに、法第１９条第

３号に掲げる小学校就学前子どもに係

る利用定員（事業所内保育事業を行う

事業所にあっては、西条市家庭的保育

事業等の設備及び運営に関する基準を

定める条例第４２条の規定を踏まえ、

その雇用する労働者の監護する小学校

就学前子どもを保育するため当該事業

所内保育事業を自ら施設を設置して行

う事業主に係る当該小学校就学前子ど

も（当該事業所内保育事業が、事業主

団体に係るものにあっては事業主団体

の構成員である事業主の雇用する労働

者の監護する小学校就学前子どもと

し、共済組合等（児童福祉法第６条の

３第１２項第１号ハに規定する共済組

合等をいう。）に係るものにあっては

共済組合等の構成員（同号ハに規定す

る共済組合等の構成員をいう。）の監

護する小学校就学前子どもとする。）

及びその他の小学校就学前子どもごと

に定める法第１９条第３号に掲げる小

学校就学前子どもに係る利用定員とす

る。）を、満１歳に満たない小学校就
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学前子どもと満１歳以上の小学校就学

前子どもに区分して定めるものとす

る。 

(1) 家庭的保育事業、満３歳未満等小

規模保育事業及び居宅訪問型保育事

業 法第１９条第３号に掲げる小学

校就学前子どもに係る利用定員 

 

(2) 事業所内保育事業 法第４３条第

３項に規定する労働者等監護満３歳

未満小学校就学前子どもに係る利用

定員及びその他の法第１９条第３号

に掲げる小学校就学前子どもに係る

利用定員 

 

３ 特定地域型保育事業者（満３歳以上

限定小規模保育事業者に限る。）は、

満３歳以上限定小規模保育事業を行う

事業所ごとに、法第１９条第２号に掲

げる小学校就学前子どもに係る利用定

員を定めるものとする。 

 

（正当な理由のない提供拒否の禁止等

） 

（正当な理由のない提供拒否の禁止等

） 

第３９条 （略） 第３９条 （略） 

２ 特定地域型保育事業者（満３歳以上

限定小規模保育事業者を除く。）は、

利用の申込みに係る法第１９条第３号

に掲げる小学校就学前子どもの数及び

特定地域型保育事業所を現に利用して

いる満３歳未満保育認定子ども（特定

満３歳以上保育認定子どもを除く。以

下この章（第４３条第１項を除く。）

において同じ。）の総数が、当該特定

地域型保育事業所の同号に掲げる小学

校就学前子どもの区分に係る利用定員

の総数を超える場合においては、法第

２０条第４項の規定による認定に基づ

２ 特定地域型保育事業者      

               は、

利用の申込みに係る法第１９条第３号

に掲げる小学校就学前子どもの数及び

特定地域型保育事業所を現に利用して

いる満３歳未満保育認定子ども（特定

満３歳以上保育認定子どもを除く。以

下この章             

において同じ。）の総数が、当該特定

地域型保育事業所の同号に掲げる小学

校就学前子どもの区分に係る利用定員

の総数を超える場合においては、法第

２０条第４項の規定による認定に基づ
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き、保育の必要の程度及び家族等の状

況を勘案し、保育を受ける必要性が高

いと認められる満３歳未満保育認定子

どもが優先的に利用できるよう、選考

するものとする。 

き、保育の必要の程度及び家族等の状

況を勘案し、保育を受ける必要性が高

いと認められる満３歳未満保育認定子

どもが優先的に利用できるよう、選考

するものとする。 

３ 特定地域型保育事業者（満３歳以上

限定小規模保育事業者に限る。）は、

利用の申込みに係る法第１９条第２号

に掲げる小学校就学前子どもの数及び

特定地域型保育事業所を現に利用して

いる満３歳以上保育認定子どもの総数

が、当該特定地域型保育事業所の同号

に掲げる小学校就学前子どもの区分に

係る利用定員の総数を超える場合にお

いては、法第２０条第４項の規定によ

る認定に基づき、保育の必要の程度及

び家族等の状況を勘案し、保育を受け

る必要性が高いと認められる満３歳以

上保育認定子どもが優先的に利用でき

るよう、選考するものとする。 

 

４ 前２項の特定地域型保育事業者は、

前２項に規定する選考の方法をあらか

じめ教育・保育給付認定保護者に明示

した上で、選考を行わなければならな

い。 

３ 前項 の特定地域型保育事業者は、

前項の選考方法      をあらか

じめ教育・保育給付認定保護者に明示

した上で、選考を行わなければならな

い。 

５ 特定地域型保育事業者は、地域型保

育の提供体制の確保が困難である場合

その他利用申込者に係る保育認定子ど

も     に対し自ら適切な教育・

保育を提供することが困難である場合

は、連携施設その他の適切な特定教育

・保育施設又は特定地域型保育事業を

紹介する等の適切な措置を速やかに講

じなければならない。 

４ 特定地域型保育事業者は、地域型保

育の提供体制の確保が困難である場合

その他利用申込者に係る満３歳未満保

育認定子どもに対し自ら適切な教育・

保育を提供することが困難である場合

は、連携施設その他の適切な特定教育

・保育施設又は特定地域型保育事業を

紹介する等の適切な措置を速やかに講

じなければならない。 

（あっせん、調整及び要請に対する協 （あっせん、調整及び要請に対する協
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力） 力） 

第４０条 （略） 第４０条 （略） 

２ 特定地域型保育事業者は、保育認定

子ども     に係る特定地域型保

育事業の利用について児童福祉法第２

４条第３項の規定により市町村が行う

調整及び要請に対し、できる限り協力

しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、満３歳未

満保育認定子どもに係る特定地域型保

育事業の利用について児童福祉法第２

４条第３項の規定により市町村が行う

調整及び要請に対し、できる限り協力

しなければならない。 

（心身の状況等の把握） （心身の状況等の把握） 

第４１条 特定地域型保育事業者は、特

定地域型保育の提供に当たっては、保

育認定子ども     の心身の状

況、その置かれている環境、他の特定

教育・保育施設等の利用状況等の把握

に努めなければならない。 

第４１条 特定地域型保育事業者は、特

定地域型保育の提供に当たっては、満

３歳未満保育認定子どもの心身の状

況、その置かれている環境、他の特定

教育・保育施設等の利用状況等の把握

に努めなければならない。 

（特定教育・保育施設等との連携） （特定教育・保育施設等との連携） 

第４２条 特定地域型保育事業者（居宅

訪問型保育事業を行う者を除く。以下

この項から第５項までにおいて同じ。

）は、特定地域型保育が適正かつ確実

に実施され、及び必要な教育・保育が

継続的に提供されるよう、次に掲げる

事項に係る連携協力を行う認定こども

園、幼稚園又は保育所（以下「連携施

設」という。）を適切に確保しなけれ

ばならない。ただし、離島その他の地

域であって、連携施設の確保が著しく

困難であると市が認めるものにおいて

特定地域型保育事業を行う特定地域型

保育事業者については、この限りでな

い。 

第４２条 特定地域型保育事業者（居宅

訪問型保育事業を行う者を除く。以下

この項から第５項までにおいて同じ。

）は、特定地域型保育が適正かつ確実

に実施され、及び必要な教育・保育が

継続的に提供されるよう、次に掲げる

事項に係る連携協力を行う認定こども

園、幼稚園又は保育所（以下「連携施

設」という。）を適切に確保しなけれ

ばならない。ただし、離島その他の地

域であって、連携施設の確保が著しく

困難であると市が認めるものにおいて

特定地域型保育事業を行う特定地域型

保育事業者については、この限りでな

い。 

(1) 特定地域型保育の提供を受けてい

る保育認定子ども     に集団

保育を体験させるための機会の設

定、特定地域型保育の適切な提供に

(1) 特定地域型保育の提供を受けてい

る満３歳未満保育認定子どもに集団

保育を体験させるための機会の設

定、特定地域型保育の適切な提供に
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必要な特定地域型保育事業者に対す

る相談、助言その他の保育の内容に

関する支援を行うこと。 

必要な特定地域型保育事業者に対す

る相談、助言その他の保育の内容に

関する支援を行うこと。 

(2) （略） (2) （略） 

(3) 当該特定地域型保育事業者（満３

歳以上限定小規模保育事業者を除

く。第４項、第５項及び第１０項に

おいて同じ。）により特定地域型保

育（満３歳以上限定小規模保育を除

く。第４項及び第１０項において同

じ。）の提供を受けていた満３歳未

満保育認定子ども（事業所内保育事

業を利用する満３歳未満保育認定子

どもにあっては、第３７条第２項に

規定するその他の法第１９条第３号

に掲げる小学校就学前子どもに限

る。以下     第４項第１号に

おいて同じ。）を、当該特定地域型

保育の提供の終了に際して、当該満

３歳未満保育認定子どもに係る教育

・保育給付認定保護者の希望に基づ

き、引き続き当該連携施設において

受け入れて教育・保育を提供するこ

と。 

(3) 当該特定地域型保育事業者   

                

                

       により特定地域型保

育               

                

   の提供を受けていた満３歳未

満保育認定子ども（事業所内保育事

業を利用する満３歳未満保育認定子

どもにあっては、第３７条第２項に

規定するその他の        

     小学校就学前子どもに限

る。以下この号及び第４項第１号に

おいて同じ。）を、当該特定地域型

保育の提供の終了に際して、当該満

３歳未満保育認定子どもに係る教育

・保育給付認定保護者の希望に基づ

き、引き続き当該連携施設において

受け入れて教育・保育を提供するこ

と。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 前項（第２号に係る部分に限る。）

の場合において、特定地域型保育事業

者は、児童福祉法第５９条第１項に規

定する施設のうち次 に掲げるもの

（入所定員が２０人以上のものに限

る。）又は満３歳以上限定小規模保育

事業を行う事業所であって、市長が適

当と認めるものを第１項第３号に掲げ

る事項に係る連携協力を行う施設又は

事業所として適切に確保しなければな

５ 前項（第２号に係る部分に限る。）

の場合において、特定地域型保育事業

者は、児童福祉法第５９条第１項に規

定する施設のうち、次に掲げるもの

（入所定員が２０人以上のものに限

る。）              

        であって、市長が適

当と認めるものを第１項第３号に掲げ

る事項に係る連携協力を行う施設  

   として適切に確保しなければな
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らない。 らない。 

(1)、(2) （略） (1)、(2) （略） 

６ 特定地域型保育事業者（満３歳以上

限定小規模保育事業者に限る。）は、

第１項本文の規定にかかわらず、連携

施設の確保に当たって、同項第３号に

係る連携協力を求めることを要しな

い。 

 

７ （略） ６ （略） 

８ 事業所内保育事業（第３７条第２項

の規定により定める利用定員が２０人

以上のものに限る。次項において「保

育所型事業所内保育事業」という。）

を行う者については、第１項本文の規

定にかかわらず、連携施設の確保に当

たって、同項 第１号及び第２号に係

る連携協力を求めることを要しない。 

７ 事業所内保育事業（第３７条第２項

の規定により定める利用定員が２０人

以上のものに限る。次項において「保

育所型事業所内保育事業」という。）

を行う者については、第１項本文の規

定にかかわらず、連携施設の確保に当

たって、第１項第１号及び第２号に係

る連携協力を求めることを要しない。 

９ （略） ８ （略） 

１０ （略） ９  （略） 

（利用者負担額等の受領） （利用者負担額等の受領） 

第４３条 特定地域型保育事業者は、特

定地域型保育を提供した際は、教育・

保育給付認定保護者（満３歳未満保育

認定子どもに係る教育・保育給付認定

保護者に限る。）から当該特定地域型

保育に係る利用者負担額（法第２９条

第３項第２号に掲げる額をいう。）の

支払を受けるものとする。 

第４３条 特定地域型保育事業者は、特

定地域型保育を提供した際は、教育・

保育給付認定保護者        

                 

        から当該特定地域型

保育に係る利用者負担額（法第２９条

第３項第２号に掲げる額をいう。）の

支払を受けるものとする。 

２～６ （略） ２～６ （略） 

（運営規程） （運営規程） 

第４６条 特定地域型保育事業者は、次

の各号に掲げる事業の運営についての

重要事項に関する規程（第５０条にお

いて準用する第２３条において「運営

第４６条 特定地域型保育事業者は、次

の各号に掲げる事業の運営についての

重要事項に関する規程（第５０条にお

いて準用する第２３条において「運営
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規程」という。）を定めておかなけれ

ばならない。 

規程」という。）を定めておかなけれ

ばならない。 

(1)～(6) （略） (1)～(6) （略） 

(7) 特定地域型保育事業の利用の開

始、終了に関する事項及び利用に当

たっての留意事項（第３９条第２項

及び第３項に規定する選考の方法を

含む。） 

(7) 特定地域型保育事業の利用の開

始、終了に関する事項及び利用に当

たっての留意事項（第３９条第２項

に規定する選考方法      を

含む。） 

(8)～(11) （略） (8)～(11) （略） 

（勤務体制の確保等） （勤務体制の確保等） 

第４７条 特定地域型保育事業者は、保

育認定子ども     に対し、適切

な特定地域型保育を提供することがで

きるよう、特定地域型保育事業所ごと

に職員の勤務の体制を定めておかなけ

ればならない。 

第４７条 特定地域型保育事業者は、満

３歳未満保育認定子どもに対し、適切

な特定地域型保育を提供することがで

きるよう、特定地域型保育事業所ごと

に職員の勤務の体制を定めておかなけ

ればならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域

型保育事業所ごとに、当該特定地域型

保育事業所の職員によって特定地域型

保育を提供しなければならない。ただ

し、保育認定子ども     に対す

る特定地域型保育の提供に直接影響を

及ぼさない業務については、この限り

でない。 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域

型保育事業所ごとに、当該特定地域型

保育事業所の職員によって特定地域型

保育を提供しなければならない。ただ

し、満３歳未満保育認定子どもに対す

る特定地域型保育の提供に直接影響を

及ぼさない業務については、この限り

でない。 

（利用定員の遵守） （定員  の遵守） 

第４８条 （略） 第４８条 （略） 

（記録の整備） （記録の整備） 

第４９条 （略） 第４９条 （略） 

２ 特定地域型保育事業者は、保育認定

子ども     に対する特定地域型

保育の提供に関する次に掲げる記録を

整備し、その完結の日から５年間保存

しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、満３歳未

満保育認定子どもに対する特定地域型

保育の提供に関する次に掲げる記録を

整備し、その完結の日から５年間保存

しなければならない。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 
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（準用） （準用） 

第５０条 第８条から第１４条まで（第

１０条及び第１３条を除く。）、第１７

条から第１９条まで及び第２３条から

第３３条までの規定は、特定地域型保

育事業者、特定地域型保育事業所及び

特定地域型保育について準用する。こ

の場合において、第１１条中「教育・

保育給付認定子どもについて」とある

のは「教育・保育給付認定子ども（教

育認定子どもを除く。       

                以

下この節において同じ。）について」

と、第１４条第１項中       

                 

                 

                 

    「施設型給付費（法第２７条

第１項の施設型給付費をいう。以下」

とあるのは「地域型保育給付費（法第

２９条第１項の地域型保育給付費をい

う。以下この項及び第１９条において

」と、「施設型給付費の」とあるのは

「地域型保育給付費の」と、同条第２

項中「特定教育・保育提供証明書」と

あるのは「特定地域型保育提供証明書

」と、第１９条中「施設型給付費」と

あるのは「地域型保育給付費」と、第

２５条中「各号（幼保連携型認定こど

も園である特定教育・保育施設の職員

にあっては、認定こども園法第２７条

の２第１項各号、学校教育法第１条に

規定する幼稚園である特定教育・保育

施設の職員にあっては、同法第２８条

第２項において準用する認定こども園

第５０条 第８条から第１４条まで（第

１０条及び第１３条を除く。）、第１７

条から第１９条まで及び第２３条から

第３３条までの規定は、特定地域型保

育事業者、特定地域型保育事業所及び

特定地域型保育について準用する。こ

の場合において、第１１条中「教育・

保育給付認定子どもについて」とある

のは「教育・保育給付認定子ども（満

３歳未満保育認定子どもに限り、特定

満３歳以上保育認定子どもを除く。以

下この節において同じ。）について」

と、第１２条の見出し中「教育・保育

」とあるのは「地域型保育」と、第１

４条の見出し中「施設型給付費」とあ

るのは「地域型保育給付費」と、同条

第１項中「施設型給付費（法第２７条

第１項の施設型給付費をいう。以下」

とあるのは「地域型保育給付費（法第

２９条第１項の地域型保育給付費をい

う。以下この項及び第１９条において

」と、「施設型給付費の」とあるのは

「地域型保育給付費の」と、同条第２

項中「特定教育・保育提供証明書」と

あるのは「特定地域型保育提供証明書

」と、第１９条中「施設型給付費」と

あるのは「地域型保育給付費」   
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法第２７条の２第１項各号）」とある

のは「各号」と読み替えるものとす

る。 

                 

       と読み替えるものとす

る。 

（特別利用地域型保育の基準） （特別利用地域型保育の基準） 

第５１条 特定地域型保育事業者（満３

歳以上限定小規模保育事業者を除く。

以下この条において同じ。）が教育認

定子どもに対し特別利用地域型保育を

提供する場合には、法第４６条第１項

に規定する地域型保育事業の認可基準

を遵守しなければならない。 

第５１条 特定地域型保育事業者が法第

１９条第１号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子

ども  に対し特別利用地域型保育を

提供する場合には、法第４６条第１項

に規定する地域型保育事業の認可基準

を遵守しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規

定により特別利用地域型保育を提供す

る場合には、当該特別利用地域型保育

に係る教育認定子ども       

                 

         及び特定地域型保

育事業所を現に利用している満３歳未

満保育認定子ども（第５２条第１項の

規定により特定利用地域型保育を提供

する場合にあっては、当該特定利用地

域型保育の対象となる満３歳以上保育

認定子ども            

               を含

む。）の総数が、第３７条第２項の規

定により定められた利用定員の数を超

えないものとする。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規

定により特別利用地域型保育を提供す

る場合には、当該特別利用地域型保育

に係る法第１９条第１号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子どもの数及び特定地域型保

育事業所を現に利用している満３歳未

満保育認定子ども（次条第１項  の

規定により特定利用地域型保育を提供

する場合にあっては、当該特定利用地

域型保育の対象となる法第１９条第２

号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子どもを含

む。）の総数が、第３７条第２項の規

定により定められた利用定員の数を超

えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の

規定により特別利用地域型保育を提供

する場合には、特定地域型保育には特

別利用地域型保育を、地域型保育給付

費には特例地域型保育給付費（法第３

０条第１項の特例地域型保育給付費を

いう。次条第３項及び第５２条第３項

において同じ。）を、それぞれ含むも

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の

規定により特別利用地域型保育を提供

する場合には、特定地域型保育には特

別利用地域型保育を、地域型保育給付

費には特例地域型保育給付費（法第３

０条第１項の特例地域型保育給付費を

いう。次条第３項         

において同じ。）を、それぞれ含むも
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のとして、この章（第３７条第３項、

第３９条第３項及び第４０条第２項を

除き、前条において準用する第８条か

ら第１４条まで（第１０条及び第１３

条を除く。）、第１７条から第１９条ま

で及び第２３条から第３３条までを含

む。第５２条第３項において同じ。）

の規定を適用する。この場合におい

て、第３９条第２項中「利用の申込み

に係る法第１９条第３号に掲げる小学

校就学前子どもの数」とあるのは「利

用の申込みに係る法第１９条第１号に

掲げる小学校就学前子どもの数」と、

「満３歳未満保育認定子ども（特定満

３歳以上保育認定子どもを除く。以下

この章（第４３条第１項を除く。）に

おいて同じ。）」とあるのは「教育認定

子ども及び満３歳未満保育認定子ども

（特定満３歳以上保育認定子どもを除

き、第５２条第１項の規定により特定

利用地域型保育を提供する場合にあっ

ては、当該特定利用地域型保育の対象

となる満３歳以上保育認定子どもを含

む。）              

            」と、「同

号」とあるのは「第１９条第３号」

と、「法第２０条第４項の規定による

認定に基づき、保育の必要の程度及び

家族等の状況を勘案し、保育を受ける

必要性が高いと認められる満３歳未満

保育認定子どもが優先的に利用できる

よう、」とあるのは「抽選、申込みを

受けた順序により決定する方法、当該

特定地域型保育事業者の保育に関する

理念、基本方針等に基づく選考その他

のとして、この章（第４０条第２項を

除き、              

   前条において準用する第８条か

ら第１４条まで（第１０条及び第１３

条を除く。）、第１７条から第１９条ま

で及び第２３条から第３３条までを含

む。次条  第３項において同じ。）

の規定を適用する。この場合におい

て、第３９条第２項中「利用の申込み

に係る法第１９条第３号に掲げる小学

校就学前子どもの数」とあるのは「利

用の申込みに係る法第１９条第１号に

掲げる小学校就学前子どもの数」と、

「満３歳未満保育認定子ども（特定満

３歳以上保育認定子どもを除く。以下

この章             に

おいて同じ。）」とあるのは「同条第１

号又は第３号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子

ども（第５２条第１項の規定により特

定利用地域型保育を提供する場合にあ

っては、当該特定利用地域型保育の対

象となる法第１９条第２号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子どもを含む。）」と、「同

号」とあるのは「第１９条第３号」

と、「法第２０条第４項の規定による

認定に基づき、保育の必要の程度及び

家族等の状況を勘案し、保育を受ける

必要性が高いと認められる満３歳未満

保育認定子どもが優先的に利用できる

よう、」とあるのは「抽選、申込みを

受けた順序により決定する方法、当該

特定地域型保育事業者の保育に関する

理念、基本方針等に基づく選考その他
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公正な方法により」と、第４３条第１

項中「教育・保育給付認定保護者（満

３歳未満保育認定子どもに係る教育・

保育給付認定保護者に限る。）」とある

のは「教育・保育給付認定保護者（特

別利用地域型保育の対象となる教育認

定子ども             

                 

 に係る教育・保育給付認定保護者を

除く。）」と、同条第２項中「法第２９

条第３項第１号に掲げる額」とあるの

は「法第３０条第２項第２号の内閣総

理大臣が定める基準により算定した費

用の額」と、同条第３項中「前２項」

とあるのは「前項」と、同条第４項中

「前３項」とあるのは「前２項」と、

「掲げる費用」とあるのは「掲げる費

用及び食事の提供（第１３条第４項第

３号ア又はイに掲げるものを除く。）

に要する費用」と、同条第５項中「前

各項」とあるのは「前３項」とする。 

公正な方法により」と、第４３条第１

項中「教育・保育給付認定保護者  

                 

             」とある

のは「教育・保育給付認定保護者（特

別利用地域型保育の対象となる法第１

９条第１号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子ど

もに係る教育・保育給付認定保護者を

除く。）」と、同条第２項中「法第２９

条第３項第１号に掲げる額」とあるの

は「法第３０条第２項第２号の内閣総

理大臣が定める基準により算定した費

用の額」と、同条第３項中「前２項」

とあるのは「前項」と、同条第４項中

「前３項」とあるのは「前２項」と、

「掲げる費用」とあるのは「掲げる費

用及び食事の提供（第１３条第４項第

３号ア又はイに掲げるものを除く。）

に要する費用」と、同条第５項中「前

各項」とあるのは「前３項」とする。 

第５１条の２ 特定地域型保育事業者

（満３歳以上限定小規模保育事業者に

限る。以下この条において同じ。）が

教育認定子どもに対し特別利用地域型

保育を提供する場合には、法第４６条

第１項に規定する地域型保育事業の認

可基準を遵守しなければならない。 

 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規

定により特別利用地域型保育を提供す

る場合には、当該特別利用地域型保育

に係る教育認定子ども及び特定地域型

保育事業所を現に利用している満３歳

以上保育認定子どもの総数が、第３７

条第３項の規定により定められた利用
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定員の数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の

規定により特別利用地域型保育を提供

する場合には、特定地域型保育には特

別利用地域型保育を、地域型保育給付

費には特例地域型保育給付費を、それ

ぞれ含むものとして、この章（第３７

条第２項、第３９条第２項及び第４０

条第２項を除き、第５０条において準

用する第８条から第１４条まで（第１

０条及び第１３条を除く。）、第１７条

から第１９条まで及び第２３条から第

３３条までを含む。）の規定を適用す

る。この場合において、第３９条第３

項中「第１９条第２号」とあるのは

「第１９条第１号」と、「満３歳以上

保育認定子どもの」とあるのは「教育

認定子ども又は満３歳以上保育認定子

どもの」と、「同号」とあるのは「法

第１９条第２号」と、「法第２０条第

４項の規定による認定に基づき、保育

の必要の程度及び家族等の状況を勘案

し、保育を受ける必要性が高いと認め

られる満３歳以上保育認定子どもが優

先的に利用できるよう、」とあるのは

「抽選、申込みを受けた順序により決

定する方法、当該特定地域型保育事業

者の保育に関する理念、基本方針等に

基づく選考その他公正な方法により」

と、第４３条第１項中「教育・保育給

付認定保護者（満３歳未満保育認定子

どもに係る教育・保育給付認定保護者

に限る。）」とあるのは「教育・保育給

付認定保護者（特別利用地域型保育の

対象となる教育認定子どもに係る教育
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・保育給付認定保護者を除く。）」と、

同条第２項中「法第２９条第３項第１

号に掲げる額」とあるのは「法第３０

条第２項第２号の内閣総理大臣が定め

る基準により算定した費用の額」と、

同条第３項中「前２項」とあるのは

「前項」と、同条第４項中「前３項」

とあるのは「前２項」と、「掲げる費

用」とあるのは「掲げる費用及び食事

の提供（第１３条第４項第３号ア又は

イに掲げるものを除く。）に要する費

用」と、同条第５項中「前４項」とあ

るのは「前３項」とする。 

（特定利用地域型保育の基準） （特定利用地域型保育の基準） 

第５２条 特定地域型保育事業者（満３

歳以上限定小規模保育事業者を除く。

以下この条において同じ。）が満３歳

以上保育認定子どもに対し特定利用地

域型保育を提供する場合には、法第４

６条第１項に規定する地域型保育事業

の認可基準を遵守しなければならな

い。 

第５２条 特定地域型保育事業者が法第

１９条第２号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子

ども       に対し特定利用地

域型保育を提供する場合には、法第４

６条第１項に規定する地域型保育事業

の認可基準を遵守しなければならな

い。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規

定により特定利用地域型保育を提供す

る場合には、当該特定利用地域型保育

に係る満３歳以上保育認定子ども  

                 

         及び特定地域型保

育事業所を現に利用している満３歳未

満保育認定子ども         

              （第５

１条第１項の規定により特別利用地域

型保育を提供する場合にあっては、当

該特別利用地域型保育の対象となる教

育認定子ども           

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規

定により特定利用地域型保育を提供す

る場合には、当該特定利用地域型保育

に係る法第１９条第２号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育

給付認定子どもの数及び特定地域型保

育事業所を現に利用している同条第３

号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子ども（前条

  第１項の規定により特別利用地域

型保育を提供する場合にあっては、当

該特別利用地域型保育の対象となる法

第１９条第１号に掲げる小学校就学前
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   を含む。）の総数が、第３７条

第２項の規定により定められた利用定

員の数を超えないものとする。 

子どもに該当する教育・保育給付認定

子どもを含む。）の総数が、第３７条

第２項の規定により定められた利用定

員の数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の

規定により特定利用地域型保育を提供

する場合には、特定地域型保育には特

定利用地域型保育を、地域型保育給付

費には特例地域型保育給付費を、それ

ぞれ含むものとして、この章の規定を

適用する。この場合において、第４３

条第１項中「教育・保育給付認定保護

者（満３歳未満保育認定子どもに係る

教育・保育給付認定保護者に限る。）」

とあるのは「教育・保育給付認定保護

者（特定利用地域型保育の対象となる

満３歳以上保育認定子ども     

                 

    （特定満３歳未満保育認定子

どもに限る。）に係る教育・保育給付

認定保護者に限る。）」と、同条第２項

中「法第２９条第３項第１号に掲げる

額」とあるのは「法第３０条第２項第

３号の内閣総理大臣が定める基準によ

り算定した費用の額」と、同条第４項

中「掲げる費用」とあるのは「掲げる

費用及び食事の提供（特定利用地域型

保育の対象となる特定満３歳以上保育

認定子どもに対するもの及び満３歳以

上保育認定子ども（特定満３歳以上保

育認定子どもを除く。）に係る第１３

条第４項第３号ア又はイに掲げるもの

を除く。）に要する費用」とする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の

規定により特定利用地域型保育を提供

する場合には、特定地域型保育には特

定利用地域型保育を、地域型保育給付

費には特例地域型保育給付費を、それ

ぞれ含むものとして、この章の規定を

適用する。この場合において、第４３

条第１項中「教育・保育給付認定保護

者                

                」

とあるのは「教育・保育給付認定保護

者（特定利用地域型保育の対象となる

法第１９条第２号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども（特定満３歳未満保育認定子

どもに限る。）に係る教育・保育給付

認定保護者に限る。）」と、同条第２項

中「法第２９条第３項第１号に掲げる

額」とあるのは「法第３０条第２項第

３号の内閣総理大臣が定める基準によ

り算定した費用の額」と、同条第４項

中「掲げる費用」とあるのは「掲げる

費用及び食事の提供（特定利用地域型

保育の対象となる特定満３歳以上保育

認定子どもに対するもの及び満３歳以

上保育認定子ども         

           に係る第１３

条第４項第３号ア又はイに掲げるもの

を除く。）に要する費用」とする。 

（西条市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正

）  
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第２条 西条市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２

６年西条市条例第２０号）の一部を次のように改正する。  
次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。 

改正後 改正前 

（最低基準の目的等） （最低基準の目的等） 

第３条 この条例に定める基準（以下

「最低基準」という。）は、家庭的保

育事業等を利用している乳児又は幼児

（満３歳に満たない者に限り、法第６

条の３第９項第２号、同条第１０項第

２号、同条第１１項第２号又は同条第

１２項第２号の規定に基づき保育が必

要と認められる児童であって満３歳以

上のものについて保育を行う場合若し

くは同条第１０項第３号の規定に基づ

き保育を必要とする児童であって満３

歳以上のものについて保育を行う場合

にあっては、当該児童を含む。以下

「利用乳幼児」という。）が、明るく

て、衛生的な環境において、素養があ

り、かつ、適切な訓練を受けた職員

（家庭的保育事業等を行う事業所（以

下「家庭的保育事業所等」という。）

の管理者を含む。以下同じ。）が保育

を提供することにより、心身ともに健

やかに育成されることを保障するもの

とする。 

第３条 この条例に定める基準（以下

「最低基準」という。）は、家庭的保

育事業等を利用している乳児又は幼児

（満３歳に満たない者に限り、法第６

条の３第９項第２号、同条第１０項第

２号、同条第１１項第２号又は同条第

１２項第２号の規定に基づき保育が必

要と認められる児童であって満３歳以

上のものについて保育を行う場合  

                 

                 

                 

にあっては、当該児童を含む。以下

「利用乳幼児」という。）が、明るく

て、衛生的な環境において、素養があ

り、かつ、適切な訓練を受けた職員

（家庭的保育事業等を行う事業所（以

下「家庭的保育事業所等」という。）

の管理者を含む。以下同じ。）が保育

を提供することにより、心身ともに健

やかに育成されることを保障するもの

とする。 

２ （略） ２ （略） 

（保育所等との連携） （保育所等との連携） 

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問

型保育事業を行う者（以下「居宅訪問

型保育事業者」という。）を除く。以

下この条、次条第１項、第１４条第１

第６条 家庭的保育事業者等（居宅訪問

型保育事業を行う者（以下「居宅訪問

型保育事業者」という。）を除く。以

下この条、次条第１項、第１４条第１
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項及び第２項、第１５条第１項、第２

項及び第５項、第１６条並びに第１７

条第１項から第３項までにおいて同

じ。）は、利用乳幼児に対する保育が

適正かつ確実に行われ、及び、家庭的

保育事業者等による保育の提供の終了

後も満３歳以上の児童に対して必要な

教育（教育基本法（平成１８年法律第

１２０号）第６条第１項に規定する法

律に定める学校において行われる教育

をいう。以下この条において同じ。）

又は保育が継続的に提供されるよう、

次に掲げる事項（法第６条の３第１０

項第３号に掲げる事業（以下「満３歳

以上限定小規模保育事業」という。）

を行う事業者（以下「満３歳以上限定

小規模保育事業者」という。）にあっ

ては、第１号及び第２号に掲げる事項

）に係る連携協力を行う保育所、幼稚

園又は認定こども園（以下「連携施設

」という。）を適切に確保しなければ

ならない。ただし、離島その他の地域

であって、連携施設の確保が著しく困

難であると市が認めるものにおいて家

庭的保育事業等（居宅訪問型保育事業

を除く。第１６条第２項第３号におい

て同じ。）を行う家庭的保育事業者等

については、この限りでない。 

項及び第２項、第１５条第１項、第２

項及び第５項、第１６条並びに第１７

条第１項から第３項までにおいて同

じ。）は、利用乳幼児に対する保育が

適正かつ確実に行われ、及び、家庭的

保育事業者等による保育の提供の終了

後も満３歳以上の児童に対して必要な

教育（教育基本法（平成１８年法律第

１２０号）第６条第１項に規定する法

律に定める学校において行われる教育

をいう。以下この条において同じ。）

又は保育が継続的に提供されるよう、

次に掲げる事項          

                 

                 

                 

                 

                 

 に係る連携協力を行う保育所、幼稚

園又は認定こども園（以下「連携施設

」という。）を適切に確保しなければ

ならない。ただし、離島その他の地域

であって、連携施設の確保が著しく困

難であると市が認めるものにおいて家

庭的保育事業等（居宅訪問型保育事業

を除く。第１６条第２項第３号におい

て同じ。）を行う家庭的保育事業者等

については、この限りでない。 

(1)、(2) （略） (1)、(2) （略） 

(3) 当該家庭的保育事業者等（満３歳

以上限定小規模保育事業者を除く。

第６項及び第７項において同じ。）

により保育の提供を受けていた利用

乳幼児（事業所内保育事業（法第６

条の３第１２項に規定する事業所内

(3) 当該家庭的保育事業者等    

                

                

により保育の提供を受けていた利用

乳幼児（事業所内保育事業（法第６

条の３第１２項に規定する事業所内
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保育事業をいう。以下同じ。）の利

用乳幼児にあっては、第４２条に規

定するその他の乳児又は幼児に限

る。以下この号及び第６項第１号に

おいて同じ。）を、当該保育の提供

の終了に際して、当該利用乳幼児に

係る保護者の希望に基づき、引き続

き当該連携施設において受け入れて

教育又は保育を提供すること。 

保育事業をいう。以下同じ。）の利

用乳幼児にあっては、第４２条に規

定するその他の乳児又は幼児に限

る。以下この号及び第６項第１号に

おいて同じ。）を、当該保育の提供

の終了に際して、当該利用乳幼児に

係る保護者の希望に基づき、引き続

き当該連携施設において受け入れて

教育又は保育を提供すること。 

２～６ （略） ２～６ （略） 

７ 前項（第２号に該当する場合に限

る。）の場合において、家庭的保育事

業者等は、法第５９条第１項に規定す

る施設のうち次 に掲げるもの（入所

定員が２０人以上のものに限る。）又

は満３歳以上限定小規模保育事業を行

う事業所であって、市長が適当と認め

るものを第１項第３号に掲げる事項に

係る連携協力を行う施設又は事業所と

して適切に確保しなければならない。 

７ 前項（第２号に該当する場合に限

る。）の場合において、家庭的保育事

業者等は、法第５９条第１項に規定す

る施設のうち、次に掲げるもの（入所

定員が２０人以上のものに限る。） 

                 

    であって、市長が適当と認め

るものを第１項第３号に掲げる事項に

係る連携協力を行う施設     と

して適切に確保しなければならない。 

(1)、(2) （略） (1)、(2) （略） 

（児童対象性暴力等の防止）  

第１３条 家庭的保育事業者等は、法第

３４条の１６第４項において準用する

法第２１条の５の１８第４項の規定に

基づき、児童対象性暴力等（学校設置

者等及び民間教育保育等事業者による

児童対象性暴力等の防止等のための措

置に関する法律（令和６年法律第６９

号）第２条第２項に規定する児童対象

性暴力等をいう。以下この条において

同じ。）を防止し、及び児童対象性暴

力等が行われた場合に利用乳幼児を適

切に保護するため、児童等対象業務従

事者（利用乳幼児と接する業務に従事

第１３条 削除 
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する者のうち、支配性、継続性及び閉

鎖性のある環境の下で当該利用乳幼児

に接するものをいう。）に係る犯罪事

実確認（同法第４条第１項に規定する

犯罪事実確認をいう。）その他の必要

な措置を講じなければならない。 

（家庭的保育事業所等内部の規程） （家庭的保育事業所等内部の規程） 

第１８条 家庭的保育事業者等は、次に

掲げる事業の運営についての重要事項

に関する規程を定めておかなければな

らない。 

第１８条 家庭的保育事業者等は、次に

掲げる事業の運営についての重要事項

に関する規程を定めておかなければな

らない。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

(6) 乳児、幼児の区分ごとの利用定員

（満３歳以上限定小規模保育事業者

にあっては、満３歳以上の幼児の利

用定員） 

(6) 乳児、幼児の区分ごとの利用定員

                

                

     

(7)～(11) （略） (7)～(11) （略） 

（小規模保育事業の区分） （小規模保育事業の区分） 

第２７条 小規模保育事業は、小規模保

育事業Ａ型、小規模保育事業Ｂ型（満

３歳以上限定小規模保育事業を除く。

）及び小規模保育事業Ｃ型（満３歳以

上限定小規模保育事業を除く。）とす

る。 

第２７条 小規模保育事業は、小規模保

育事業Ａ型、小規模保育事業Ｂ型  

                 

 及び小規模保育事業Ｃ型     

               とす

る。 

（職員） （職員） 

第２９条 （略） 第２９条 （略） 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める数の合計

数に１を加えた数以上とする。 

２ 保育士の数は、次の各号に掲げる区

分に応じ、当該各号に定める数の合計

数に１を加えた数以上とする。 

(1)、(2) （略） (1)、(2) （略） 

(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童

 おおむね１５人につき１人（法第

６条の３第１０項第２号又は第３号

の規定に基づき受け入れる場合に限

(3) 満３歳以上満４歳に満たない児童

 おおむね１５人につき１人（法第

６条の３第１０項第２号     

の規定に基づき受け入れる場合に限
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る。次号において同じ。） る。次号において同じ。） 

(4) （略） (4) （略） 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に

当たっては、当該小規模保育事業所Ａ

型に勤務する保健師、看護師又は准看

護師（以下「看護師等」という。）

を、１人に限り、保育士とみなすこと

ができる。 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に

当たっては、当該小規模保育事業所Ａ

型に勤務する保健師、看護師又は准看

護師               

を、１人に限り、保育士とみなすこと

ができる。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定

に当たっては、当該小規模保育事業所

Ａ型に勤務する理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士、心理担当職員（学校

教育法（昭和２２年法律第２６号）の

規定による大学（短期大学を除く。）

若しくは大学院において、心理学を専

修する学科、研究科若しくはこれに相

当する課程を修めて卒業した者であっ

て、個人及び集団心理療法の技術を有

するもの又はこれと同等以上の能力を

有すると認められる者をいう。）又は

障害児の療育に関する知識及び経験を

有する者であって、障害児の療育の指

導を行う業務に５年以上従事した経験

を有するもののいずれかに該当し、か

つ、子育てに関する知識及び経験を有

する者（以下「特定理学療法士等」と

いう。）を、１人に限り、保育士とみ

なすことができる。ただし、当該特定

理学療法士等が保育を行うに当たって

は、当該小規模保育事業所Ａ型の保育

士（附則第７項又は第８項の規定によ

り保育士とみなされる者を除く。次項

において同じ。）による支援を受ける

ことができる体制を確保しなければな

らない。 
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５ 前２項の規定により看護師等及び特

定理学療法士等のいずれもが保育を行

う場合には、当該看護師等が保育を行

うに当たって、当該小規模保育事業所

Ａ型の保育士（前項ただし書の規定に

よる支援を行う保育士を除く。）によ

る支援を受けることができる体制を確

保しなければならない。 

 

（職員） （職員） 

第３１条 （略） 第３１条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に

当たっては、当該小規模保育事業所Ｂ

型に勤務する看護師等       

  を、１人に限り、保育士とみなす

ことができる。 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に

当たっては、当該小規模保育事業所Ｂ

型に勤務する保健師、看護師又は准看

護師を、１人に限り、保育士とみなす

ことができる。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定

に当たっては、当該小規模保育事業所

Ｂ型に勤務する特定理学療法士等を、

１人に限り、保育士とみなすことがで

きる。ただし、当該特定理学療法士等

が保育を行うに当たっては、当該小規

模保育事業所Ｂ型の保育士による支援

を受けることができる体制を確保しな

ければならない。 

 

５ 前２項の規定により看護師等及び特

定理学療法士等のいずれもが保育を行

う場合には、当該看護師等が保育を行

うに当たって、当該小規模保育事業所

Ｂ型の保育士（前項ただし書の規定に

よる支援を行う保育士を除く。）によ

る支援を受けることができる体制を確

保しなければならない。 

 

（利用定員） （利用定員） 

第３５条 小規模保育事業所Ｃ型は、法 第３５条 小規模保育事業所Ｃ型は、法
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第６条の３第１０項第１号の規定にか

かわらず、その利用定員を６人以上１

０人以下とする。 

第６条の３第１０項   の規定にか

かわらず、その利用定員を６人以上１

０人以下とする。 

第４４条 （略） 第４４条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に

当たっては、当該保育所型事業所内保

育事業所に勤務する看護師等    

     を１人に限り、保育士とみ

なすことができる。 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に

当たっては、当該保育所型事業所内保

育事業所に勤務する保健師、看護師又

は准看護師を１人に限り、保育士とみ

なすことができる。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定

に当たっては、当該保育所型事業所内

保育事業所に勤務する特定理学療法士

等を、１人に限り、保育士とみなすこ

とができる。ただし、当該特定理学療

法士等が保育を行うに当たっては、当

該保育所型事業所内保育事業所の保育

士（附則第７条又は第８条の規定によ

り保育士とみなされる者を除く。次項

において同じ。）による支援を受ける

ことができる体制を確保しなければな

らない。 

 

５ 前２項の規定により看護師等及び特

定理学療法士等のいずれもが保育を行

う場合には、当該看護師等が保育を行

うに当たって、当該保育所型事業所内

保育事業所の保育士（前項ただし書の

規定による支援を行う保育士を除く。

）による支援を受けることができる体

制を確保しなければならない。 

 

（職員） （職員） 

第４７条 （略） 第４７条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前項に規定する保育士の数の算定に ３ 前項に規定する保育士の数の算定に
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当たっては、当該小規模型事業所内保

育事業所に勤務する看護師等    

     を、１人に限り、保育士と

みなすことができる。 

当たっては、当該小規模型事業所内保

育事業所に勤務する保健師、看護師又

は准看護師を、１人に限り、保育士と

みなすことができる。 

４ 第２項に規定する保育士の数の算定

に当たっては、当該小規模型事業所内

保育事業所に勤務する特定理学療法士

等を、１人に限り、保育士とみなすこ

とができる。ただし、当該特定理学療

法士等が保育を行うに当たっては、当

該小規模型事業所内保育事業所の保育

士による支援を受けることができる体

制を確保しなければならない。 

 

５ 前２項の規定により看護師等及び特

定理学療法士等のいずれもが保育を行

う場合には、当該看護師等が保育を行

うに当たって、当該小規模型事業所内

保育事業所の保育士（前項ただし書の

規定による支援を行う保育士を除く。

）による支援を受けることができる体

制を確保しなければならない。 

 

（準用） （準用） 

第４８条 第２４条から第２６条まで及

び第２８条の規定は、小規模型事業所

内保育事業について準用する。この場

合において、第２４条中「家庭的保育

事業を行う者（次条及び第２６条にお

いて「家庭的保育事業者」という。）」

とあるのは「小規模型事業所内保育事

業を行う者（第４８条において準用す

る次条及び第２６条において「小規模

型事業所内保育事業者」という。）」

と、第２５条及び第２６条中「家庭的

保育事業者」とあるのは「小規模型事

業所内保育事業者」と、第２８条中

第４８条 第２４条から第２６条まで及

び第２８条の規定は、小規模型事業所

内保育事業について準用する。この場

合において、第２４条中「家庭的保育

事業を行う者（次条及び第２６条にお

いて「家庭的保育事業者」という。）」

とあるのは「小規模型事業所内保育事

業を行う者（第４８条において準用す

る次条及び第２６条において「小規模

型事業所内保育事業者」という。）」

と、第２５条及び第２６条中「家庭的

保育事業者」とあるのは「小規模型事

業所内保育事業者」と、第２８条中
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「小規模保育事業所Ａ型」とあるのは

「小規模型事業所内保育事業所」と、

同条第１号中「調理設備」とあるのは

「調理設備（当該小規模型事業所内保

育事業所を設置及び管理する事業主が

事業場に附属して設置する炊事場を含

む。第４号において同じ。）」    

                 

                 

とする。 

「小規模保育事業所Ａ型」とあるのは

「小規模型事業所内保育事業所」と、

同条第１号中「調理設備」とあるのは

「調理設備（当該小規模型事業所内保

育事業所を設置及び管理する事業主が

事業場に附属して設置する炊事場を含

む。第４号において同じ。）」と、同条

第４号中「次号」とあるのは「第４８

条において準用する第２８条第５号」

とする。 

附 則 附 則 

（連携施設に関する経過措置） （連携施設に関する経過措置） 

４ 家庭的保育事業者等（満３歳以上限

定小規模保育事業者及び特例保育所型

事業所内保育事業者を除く。）は、連

携施設の確保が著しく困難であって、

子ども・子育て支援法第５９条第４号

に規定する事業による支援その他の必

要な適切な支援を行うことができると

市が認める場合は、第６条第１項本文

の規定にかかわらず、施行日から起算

して１５年を経過する日までの間、連

携施設の確保をしないことができる。 

４ 家庭的保育事業者等（      

           特例保育所型

事業所内保育事業者を除く。）は、連

携施設の確保が著しく困難であって、

子ども・子育て支援法第５９条第４号

に規定する事業による支援その他の必

要な適切な支援を行うことができると

市が認める場合は、第６条第１項本文

の規定にかかわらず、施行日から起算

して１５年を経過する日までの間、連

携施設の確保をしないことができる。 

（小規模保育事業所Ａ型及び保育所型

事業所内保育事業所の職員配置に係る

特例） 

（小規模保育事業所Ａ型及び保育所型

事業所内保育事業所の職員配置に係る

特例） 

７ 保育の需要に応ずるに足りる保育

所、認定こども園（子ども・子育て支

援法第２７条第１項の規定による確認

を受けたものに限る。）又は家庭的保

育事業等（満３歳以上限定小規模保育

事業を除く。）が不足していることに

鑑み、当分の間、第２９条第２項各号

又は第４４条第２項各号に定める数の

合計数が１となるときは、第２９条第

７ 保育の需要に応ずるに足りる保育

所、認定こども園（子ども・子育て支

援法第２７条第１項の規定による確認

を受けたものに限る。）又は家庭的保

育事業等             

       が不足していることに

鑑み、当分の間、第２９条第２項各号

又は第４４条第２項各号に定める数の

合計数が１となるときは、第２９条第
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２項又は第４４条第２項に規定する保

育士の数は１人以上とすることができ

る。ただし、配置される保育士の数が

１人となるときは、当該保育士に加え

て、保育士と同等の知識及び経験を有

すると市長が認める者を置かなければ

ならない。 

２項又は第４４条第２項に規定する保

育士の数は１人以上とすることができ

る。ただし、配置される保育士の数が

１人となるときは、当該保育士に加え

て、保育士と同等の知識及び経験を有

すると市長が認める者を置かなければ

ならない。 

１０ 前２項の規定を適用するときは、

保育士（第２９条第３項若しくは第４

項若しくは第４４条第３項若しくは第

４項         又は前２項の

規定により保育士とみなされる者を除

く。）を、前２条の規定の適用がない

ものとした場合の第２９条第２項又は

第４４条第２項により算定される保育

士の数      の３分の２以上、

置かなければならない。 

１０ 前２項の規定を適用するときは、

保育士（法第１８条の１８第１項の登

録を受けた者をいい、第２９条第３項

若しくは第４４条第３項又は前２項の

規定により保育士とみなされる者を除

く。）を、保育士の数（前２項の規定

の適用がないとした場合の第２９条第

２項又は第４４条第２項により算定さ

れるものをいう。）の３分の２以上、

置かなければならない。 

（西条市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正）  
第３条 西条市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（令和

７年西条市条例第２７号）の一部を次のように改正する。  
次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示

すように改正する。 

改正後 改正前 

第１３条 （略） 第１３条 （略） 

（児童対象性暴力等の防止）  

第１３条の２ 乳児等通園支援事業者

は、法第３４条の１６第４項において

準用する法第２１条の５の１８第４項

の規定に基づき、児童対象性暴力等

（学校設置者等及び民間教育保育等事

業者による児童対象性暴力等の防止等

のための措置に関する法律（令和６年

法律第６９号）第２条第２項に規定す
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る児童対象性暴力等をいう。以下この

条において同じ。）を防止し、及び児

童対象性暴力等が行われた場合に利用

乳幼児を適切に保護するため、児童等

対象業務従事者（利用乳幼児と接する

業務に従事する者のうち、支配性、継

続性及び閉鎖性のある環境の下で当該

利用乳幼児に接するものをいう。）に

係る犯罪事実確認（同法第４条第１項

に規定する犯罪事実確認をいう。）そ

の他の必要な措置を講じなければなら

ない。 
  

附 則  
（施行期日）  

１ この条例は、公布の日の翌日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。  
(1) 次項の規定 公布の日  
(2) 第２条の規定による改正後の西条市家庭的保育事業等の設備及び運営に関す

る基準を定める条例第１３条の改正規定及び第３条の規定 令和８年１２月２

５日  
（児童福祉法等の一部を改正する法律附則第３条第４項及び第６条第３項の条例

で定める日） 

２ 児童福祉法等の一部を改正する法律（令和７年法律第２９号）附則第３条第４項

及び第６条第３項の条例で定める日は、この条例の公布の日とする。 
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提案理由 

児童福祉法等の一部を改正する法律（令和７年法律第２９号）等の一部が施行さ

れたこと等に伴い、所要の条例改正を行おうとするものである。 
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議案第９３号 

 

西条市一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響調査結果の縦覧等の手続

に関する条例の一部を改正する条例について 

 

西条市一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響調査結果の縦覧等の手続に関する

条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和８年９月１日提出 

 

西条市長  越 智 三 義 
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西条市一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響調査結果の縦覧等の手続

に関する条例の一部を改正する条例 

西条市一般廃棄物処理施設に係る生活環境影響調査結果の縦覧等の手続に関する

条例（令和２年西条市条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 
  

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、廃棄物の処理及び

清掃に関する法律（昭和４５年法律第

１３７号。以下「法」という。）第９

条の３第２項（同条第９項（法第９条

の３の２第２項の規定により読み替え

て適用する場合を含む。）において準

用する場合を含む。以下同じ。）及び

第９条の３の３第３項（同条第４項に

おいて読み替えて準用する法第９条の

３第９項において読み替えて準用する

場合を含む。以下同じ。）の規定に基

づき、法第９条の３第１項又は第９条

の３の３第１項若しくは第２項に規定

する一般廃棄物処理施設の設置に係る

届出及び法第９条の３第８項（法第９

条の３の３第４項において読み替えて

準用する場合を含む。）に規定する一

般廃棄物処理施設の変更に係る届出に

際し、市長又は市から非常災害により

生じた廃棄物の処分の委託を受けた者

（以下「受託者」という。）が実施し

た周辺地域の生活環境に及ぼす影響に

ついての調査（以下「生活環境影響調

査」という。）の結果を記載した書類

及び法第８条第２項各号に掲げる事項

を記載した書類（以下「報告書等」と

いう。）の縦覧手続並びに生活環境の

第１条 この条例は、廃棄物の処理及び

清掃に関する法律（昭和４５年法律第

１３７号。以下「法」という。）第９

条の３第２項（同条第９項（法第９条

の３の２第２項の規定により読み替え

て適用する場合を含む。）において準

用する場合を含む。以下同じ。）及び

第９条の３の３第２項（同条第３項に

おいて読み替えて準用する法第９条の

３第９項において読み替えて準用する

場合を含む。以下同じ。）の規定に基

づき、法第９条の３第１項又は第９条

の３の３第１項       に規定

する一般廃棄物処理施設の設置に係る

届出及び法第９条の３第８項（法第９

条の３の３第３項において読み替えて

準用する場合を含む。）に規定する一

般廃棄物処理施設の変更に係る届出に

際し、市長又は市から非常災害により

生じた廃棄物の処分の委託を受けた者

（以下「受託者」という。）が実施し

た周辺地域の生活環境に及ぼす影響に

ついての調査（以下「生活環境影響調

査」という。）の結果を記載した書類

及び法第８条第２項各号に掲げる事項

を記載した書類（以下「報告書等」と

いう。）の縦覧手続並びに生活環境の
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保全上の見地からの意見書（以下「意

見書」という。）の提出の方法を定め

ることにより、一般廃棄物処理施設の

設置又は変更に関し利害関係を有する

者に意見書を提出する機会を付与する

ことを目的とする。 

保全上の見地からの意見書（以下「意

見書」という。）の提出の方法を定め

ることにより、一般廃棄物処理施設の

設置又は変更に関し利害関係を有する

者に意見書を提出する機会を付与する

ことを目的とする。 

（対象となる施設の種類） （対象となる施設の種類） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ 法第９条の３の３第３項の規定によ

る報告書等の公衆への縦覧及び意見書

を提出する機会の付与の対象となる一

般廃棄物処理施設は、焼却施設とす

る。 

２ 法第９条の３の３第２項の規定によ

る報告書等の公衆への縦覧及び意見書

を提出する機会の付与の対象となる一

般廃棄物処理施設は、焼却施設とす

る。 

（縦覧の告示） （縦覧の告示） 

第３条 （略） 第３条 （略） 

２ 受託者は、法第９条の３の３第３項

の規定により報告書等を公衆の縦覧に

供しようとするときは、次に掲げる事

項及び市長が指示する事項を記載した

書面を市長に届け出なければならな

い。 

２ 受託者は、法第９条の３の３第２項

の規定により報告書等を公衆の縦覧に

供しようとするときは、次に掲げる事

項及び市長が指示する事項を記載した

書面を市長に届け出なければならな

い。 

(1)～(7) （略） (1)～(7) （略） 

３ （略） ３ （略） 

（意見書の提出先等の告示） （意見書の提出先等の告示） 

第５条 市長は、法第９条の３第２項又

は第９条の３の３第３項の規定により

施設の設置又は変更に関し利害関係を

有する者は意見書を提出できる旨、意

見書を提出する場合の提出先及び提出

期限その他必要な事項を告示するもの

とする。 

第５条 市長は、法第９条の３第２項又

は第９条の３の３第２項の規定により

施設の設置又は変更に関し利害関係を

有する者は意見書を提出できる旨、意

見書を提出する場合の提出先及び提出

期限その他必要な事項を告示するもの

とする。 
  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。  
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提案理由 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律等の一部を改正する法律（令和８年法律第４

３号）が公布されたことに伴い、所要の条例改正を行おうとするものである。 
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議案第９４号 

 

西条市認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する

条例について 

 

西条市認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例を次

のように定める。 

 

令和８年９月１日提出 

 

西条市長  越 智 三 義 
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西条市認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する

条例 

西条市認可地縁団体印鑑の登録及び証明に関する条例（平成３１年西条市条例第

１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 
  

（登録資格） （登録資格） 

第２条 認可地縁団体印鑑の登録を受け

ることができる者は、認可地縁団体の

代表者（認可地縁団体において次の各

号に掲げる者が選任されている場合に

あっては、当該各号に定める者。以下

「代表者等」という。）とする。 

第２条 認可地縁団体印鑑の登録を受け

ることができる者は、認可地縁団体の

代表者（認可地縁団体において次の各

号に掲げる者が選任されている場合に

あっては、当該各号に定める者。以下

「代表者等」という。）とする。 

(1) 地方自治法施行規則（昭和２２年

内務省令第２９号。以下「法施行規

則」という。）第１８条の３第１項

第６号に規定する職務代行者 

(1) 地方自治法施行規則（昭和２２年

内務省令第２９号。以下「法施行規

則」という。）第１９条第１項第１

号ヘ に規定する職務代行者 

(2)～(4) （略） (2)～(4) （略） 

（登録） （登録） 

第４条 市長は、前条の規定により認可

地縁団体印鑑の登録の申請があったと

きは、登録申請書の記載事項及び印影

と当該認可地縁団体につき法施行規則

第１８条の３第１項の規定により作成

された台帳（以下「地縁団体台帳」と

いう。）の記載事項並びに登録個人印

鑑に係る印鑑登録証明書の記載事項及

び印影とを照合するとともに、登録申

請書に記載されている事項その他必要

な事項について審査し、適当と認める

ときは、当該認可地縁団体印鑑を登録

するものとする。 

第４条 市長は、前条の規定により認可

地縁団体印鑑の登録の申請があったと

きは、登録申請書の記載事項及び印影

と当該認可地縁団体につき法施行規則

第２１条第２項  の規定により作成

された台帳（以下「地縁団体台帳」と

いう。）の記載事項並びに登録個人印

鑑に係る印鑑登録証明書の記載事項及

び印影とを照合するとともに、登録申

請書に記載されている事項その他必要

な事項について審査し、適当と認める

ときは、当該認可地縁団体印鑑を登録

するものとする。 

（代理人による申請） （代理人による申請） 
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第１２条 法施行規則第１８条の３第１

項第７号に規定する代理人を置いてい

る認可地縁団体は、代表者等の委任の

旨を証する書面を添えて、当該代理人

により第３条第１項、第７条第１項又

は第９条第１項若しくは第２項の規定

による申請を行うことができる。 

第１２条 法施行規則第１９条第１項第

１号ト に規定する代理人を置いてい

る認可地縁団体は、代表者等の委任の

旨を証する書面を添えて、当該代理人

により第３条第１項、第７条第１項又

は第９条第１項若しくは第２項の規定

による申請を行うことができる。 

２ （略） ２ （略） 
  

附 則 

この条例は、令和８年１０月１日から施行する。 
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提案理由 

地方自治法施行規則の一部を改正する省令（令和８年総務省令第８６号）が施行

されることに伴い、所要の条例改正を行おうとするものである。 

 

72



議案第９５号 

 

西条市景観条例の一部を改正する条例について 

 

西条市景観条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和８年９月１日提出 

 

西条市長  越 智 三 義 
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西条市景観条例の一部を改正する条例 

西条市景観条例（平成３０年西条市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 
  

（届出を要しない行為） （届出を要しない行為） 

第５条 法第１６条第８項第１２号の条

例で定める行為は、次に掲げる行為と

する。 

第５条 法第１６条第７項第１１号の条

例で定める行為は、次に掲げる行為と

する。 

(1)、(2) （略） (1)、(2) （略） 
  

附 則 

この条例は、都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和８年法律第２３

号）の施行の日から施行する。 
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提案理由 

都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和８年法律第２３号）が公布さ

れたことに伴い、所要の条例改正を行おうとするものである。 

 

75



 

76



 

議案第９６号 

 

西条市水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例について 

 

西条市水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和８年９月１日提出 

 

西条市長  越 智 三 義 
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西条市水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

西条市水道事業の設置等に関する条例（平成１６年西条市条例第１９８号）の一

部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示す

ように改正する。 

改正後 改正前 
  

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

区分 給水区域 

（略）  

東予地区 周布 吉田 石田 玉之江 

広江 今在家 北条 三津屋

 三津屋南 三津屋東 大新

田 壬生川 明理川 円海寺

 喜多台 高田 桑村 国安

 新市 安用出作 新町 上

市 広岡 石延 安用 河原

津 河原津新田 楠 三芳 

宮之内 大野 福成寺 実報

寺 旦之上 河之内 安出 

集団施設「休暇村瀬戸内東予

」 

（略）  
 

区分 給水区域 

（略）  

東予地区 周布 吉田 石田 玉之江 

広江 今在家 北条 三津屋

 三津屋南 三津屋東 大新

田 壬生川 明理川 円海寺

 喜多台 高田 桑村 国安

 新市 安用出作 新町 上

市 広岡 石延 安用 河原

津 河原津新田 楠 三芳 

宮之内 大野 福成寺 実報

寺 旦之上 河之内    

集団施設「休暇村瀬戸内東予

」 

（略）  
   

附 則 

この条例は、安用出作換地区における字の新設及び区域の変更の告示の効力発生

の日から施行する。 
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提案理由 

字の新設及び区域が変更されることに伴い、所要の条例改正を行おうとするもの

である。 
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1 

報告第１３号 

 

   令和７年度西条市財政健全化判断比率及び公営企業における資金不足比 

率の報告について 

 

 令和７年度西条市財政健全化判断比率及び公営企業における資金不足比率について、

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項

及び第２２条第１項の規定により、次のとおり議会に報告する。 

 

  令和８年９月１日提出 

 

西条市長  越 智 三 義   
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2 

○令和７年度西条市財政健全化判断比率及び公営企業における資金不足比率の状況 

 

１ 財政健全化判断比率（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項関

係） 

（単位：パーセント） 

比    率 西条市比率   
早期健全化 

基準 

財政再生 

基準 

①  実質赤字比率 ― 

 

11.75 以上 20.00 以上 

②  連結実質赤字比率 ― 16.75 以上 30.00 以上 

③  
実質公債費比率 

（３か年平均） 
7.6 25.0 以上 35.0 以上 

④  将来負担比率 38.7  350.0 以上  

※ ①実質赤字比率と②連結実質赤字比率は、黒字決算であれば「―（傍

線）」と表示される。 

※ ③実質公債費比率と④将来負担比率は、暫定値 

 

 

２ 公営企業における資金不足比率（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２

２条第１項関係） 

（単位：パーセント） 

比    率 会 計 区 分 西条市比率 

 

経営健全化 

基準 

⑤  

公営企業に

おける資金

不足比率 

小松地域交流事業特別会計 
公営企業に

おける資金

不足は無し 

20.0 以上 

本谷温泉事業特別会計 
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3 

関係法令 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律 

（健全化判断比率の公表等） 

第３条 地方公共団体の長は、毎年度、前年度の決算の提出を受けた後、速やかに、

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率（以下「健

全化判断比率」という。）並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を監査

委員の審査に付し、その意見を付けて当該健全化判断比率を議会に報告するとと

もに、当該健全化判断比率を公表しなければならない。 

２～７ （略） 

（資金不足比率の公表等） 

第２２条 公営企業を経営する地方公共団体の長は、毎年度、当該公営企業の前年度

の決算の提出を受けた後、速やかに、資金不足比率及びその算定の基礎となる事

項を記載した書類を監査委員の審査に付し、その意見を付けて当該資金不足比率

を議会に報告し、かつ、当該資金不足比率を公表しなければならない。 

２、３ （略） 
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報告第１４号 

 

令和７年度西条市公営企業における資金不足比率の報告について 

 

 令和７年度西条市公営企業における資金不足比率について、地方公共団体の財政の

健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項の規定により、次の

とおり議会に報告する。 

 

  令和８年９月１日提出 

 

西条市長  越 智 三 義   
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○令和７年度西条市公営企業における資金不足比率の状況 

 

公営企業における資金不足比率（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２

２条第１項関係） 

（単位：パーセント） 

比   率 会計区分 西条市比率 

 

経営健全化

基準 

公営企業における

資金不足比率 
水道事業会計 

公営企業における

資金不足は無し 
20.0 以上 
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関係法令 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律 

（資金不足比率の公表等） 

第２２条 公営企業を経営する地方公共団体の長は、毎年度、当該公営企業の前年度

の決算の提出を受けた後、速やかに、資金不足比率及びその算定の基礎となる事

項を記載した書類を監査委員の審査に付し、その意見を付けて当該資金不足比率

を議会に報告し、かつ、当該資金不足比率を公表しなければならない。 

２、３ （略） 
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報告第１５号 

 

令和７年度西条市公営企業における資金不足比率の報告について 

 

令和７年度西条市公営企業における資金不足比率について、地方公共団体の財政

の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項の規定により、次

のとおり議会に報告する。 

 

令和８年９月１日提出 

 

西条市長  越 智 三 義   
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○令和７年度西条市公営企業における資金不足比率の状況 

 

公営企業における資金不足比率（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２

２条第１項関係） 

（単位：パーセント） 

比   率 会計区分 西条市比率 

 

経営健全化

基準 

公営企業における

資金不足比率 
病院事業会計 

公営企業における

資金不足は無し 
20.0 以上 

 

90



 

関係法令 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律 

（資金不足比率の公表等） 

第２２条 公営企業を経営する地方公共団体の長は、毎年度、当該公営企業の前年度

の決算の提出を受けた後、速やかに、資金不足比率及びその算定の基礎となる事

項を記載した書類を監査委員の審査に付し、その意見を付けて当該資金不足比率

を議会に報告し、かつ、当該資金不足比率を公表しなければならない。 

２、３ （略） 
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報告第１６号 

 

令和７年度西条市公営企業における資金不足比率の報告について 

 

 令和７年度西条市公営企業における資金不足比率について、地方公共団体の財政の

健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項の規定により、次の

とおり議会に報告する。 

 

  令和８年９月１日提出 

 

西条市長  越 智 三 義   
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○令和７年度西条市公営企業における資金不足比率の状況 

 

公営企業における資金不足比率（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２

２条第１項関係） 

（単位：パーセント） 

比   率 会計区分 西条市比率 

 

経営健全化

基準 

公営企業における

資金不足比率 
公共下水道事業会計 

公営企業における

資金不足は無し 
20.0 以上 
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関係法令 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律 

（資金不足比率の公表等） 

第２２条 公営企業を経営する地方公共団体の長は、毎年度、当該公営企業の前年度

の決算の提出を受けた後、速やかに、資金不足比率及びその算定の基礎となる事

項を記載した書類を監査委員の審査に付し、その意見を付けて当該資金不足比率

を議会に報告し、かつ、当該資金不足比率を公表しなければならない。 

２、３ （略） 
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報告第１７号 

 

   調停の申立ての専決処分について 

 

 調停の申立てについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１

項の規定により次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定によりこれを報告

する。 

 

  令和８年９月１日提出 

 

西条市長  越 智 三 義 
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専決第９号 

 

   専決処分書 

 

 調停の申立てについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１

項の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

  令和８年６月１５日 

 

西条市長  越 智 三 義 
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１ 申立ての相手方 

  省略 

 

２ 申立ての趣旨 

(1) 相手方は、申立人に対し、期日までに別紙物件目録記載の建物を明け渡す。 

(2) 相手方は、申立人に対し、期日までに別紙物件目録記載の建物を明け渡さ

ないとき、相手方は本件建物内にある全ての動産の所有権を放棄し、申立人

が本件建物内に立入り、動産を自由に処分する方法で本件建物の明渡しを受

けることに異議を述べない。 

   申立人が動産を処分する方法で本件建物の明渡しを受けた場合、動産処分

費用は相手方の負担とする。 

(3) 相手方は、申立人に対し、平成３１年３月１日から令和８年８月３１日ま

での本件建物等の未払賃料合計金７４万６，７４６円の債務があることを確

認する。 
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別紙 

 

物件目録 

 

（一棟の建物の表示） 

 所  在     愛媛県西条市飯岡字西原２５９１番地 

 建物名称     西条市営住宅 飯岡住宅 

 総床面積     １２４．３２㎡ 

 

（専有部分の建物の表示） 

 家屋番号     ２５９１番の４ 

 建物名称     飯岡２区１４号（西から２軒目部分） 

 種  類     共同住宅 

 構  造     コンクリートブロック造スレート葺平家建 

 床 面 積     ３１．０８㎡ 

 

 

建物は未登記のため、建物表記は資産税課による「市営住宅（飯岡住宅）

の（仮）評価について（回答）」に基づくものである。 
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提案理由 

 死亡した市営住宅名義人の残置物にて市営住宅の建物を占有し続けている相続

人に対し、建物明渡し等の調停の申立てすることについて、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により専決処分したので、同条第２

項の規定によりこれを報告するものである。 

 

関係法令 

 地方自治法 

 （議会の委任による専決処分） 

第１８０条 普通公共団体の議会の権限に属する軽易な事項で、その議決により

特に指定したものは、普通地方公共団体の長において、これを専決処分にする

ことができる。 

２ 前項の規定により専決処分をしたときは、普通地方公共団体の長は、これを

議会に報告しなければならない。 
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報告第１８号 

  

交通事故に伴う和解及び損害賠償の額の決定の専決処分について 

 

 交通事故に伴い、次のとおり和解すること及び損害賠償の額を決定することに

ついて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

り、次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定によりこれを報告する。 

 

令和８年９月１日提出 

 

西条市長  越 智 三 義    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

103



専決第１０号 

 

専決処分書 

 

 交通事故に伴う和解及び損害賠償の額の決定について、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

令和８年７月３日 

 

西条市長  越 智 三 義 
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１ 和解の相手方 

省略 

 

２ 和解の内容 

(1) 各自負担額を相殺した結果、相手方が西条市に対し、金６９，７５８円を

支払う。 

（2）損害賠償の額 

   車両の損害に係る額 金１，３４２円 

(3) 双方とも、その余一切の異議・請求の申立てをしないことを誓約する。 
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提案理由 

 生活福祉課公用車に係る交通事故について、相手方と示談による解決を図るた

め専決処分したので、これを報告するものである。 

 

関係法令 

 地方自治法 

（議会の委任による専決処分） 

第１８０条 普通地方公共団体の議会の権限に属する軽易な事項で、その議決に

より特に指定したものは、普通地方公共団体の長において、これを専決処分に

することができる。 

２ 前項の規定により専決処分をしたときは、普通地方公共団体の長は、これを

議会に報告しなければならない。 
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報告第１９号 

 

市道茂敷新町線の道路の段差による物損事故に伴う和解及び損害賠償の 

額の決定の専決処分について 

 

 市道茂敷新町線の道路の段差による物損事故に伴い、次のとおり和解すること及び

損害賠償の額を決定することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１

８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により

これを報告する。 

 

  令和８年９月１日提出 

 

西条市長  越 智 三 義   
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専決第１１号  
 

専決処分書  
 
 市道茂敷新町線の道路の段差による物損事故に伴う和解及び損害賠償の額の決定に

ついて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次

のとおり専決処分する。  
                  
  令和８年７月２８日  
 

西条市長  越 智 三 義  
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１ 和解の相手方  
省略  

 
２ 和解の内容  

(1) 相手方の車両の物損に対する修繕料を、道路賠償責任保険から支払われる損害  
賠償金の範囲内で相手方に支払う。  

(2) 損害賠償の額  
車両の損害に係る額 金２８７，１１５円  

(3) 本件示談のほか、双方の間には一切の債権債務関係がないことを確認する。  
(4) 双方とも、その余一切の異議・請求の申立てをしないことを誓約する。  
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提案理由  
市道茂敷新町線の道路の段差による物損事故について、相手方と示談による解決を

図るため専決処分したので、これを報告するものである。  
 
関係法令  
 地方自治法  
 （議会の委任による専決処分）  
第１８０条 普通地方公共団体の議会の権限に属する軽易な事項で、その議決により

特に指定したものは、普通地方公共団体の長において、これを専決処分にすること

ができる。  
２ 前項の規定により専決処分をしたときは、普通地方公共団体の長は、これを議会

に報告しなければならない。  
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報告第２０号 

  

交通事故に伴う和解及び損害賠償の額の決定の専決処分について 

 

 交通事故に伴い、次のとおり和解すること及び損害賠償の額を決定することに

ついて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定によ

り、次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定によりこれを報告する。 

 

令和８年９月１日提出 

 

西条市長 越 智 三 義   
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専決第１３号 

 

専決処分書 

 

 交通事故に伴う和解及び損害賠償の額の決定について、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

令和８年８月１０日 

 

西条市長  越 智 三 義   
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１ 和解の相手方 

省略 

 

２ 和解の内容 

(1) 相手方の車両の物損に対する修繕料を、損害保険ジャパン株式会社から支

払われる対物損害賠償金の範囲内で相手方に支払う。 

(2) 損害賠償の額 

車両の損害に係る額 金６３８，５００円 

(3) 双方とも、その余一切の異議・請求の申立てをしないことを誓約する。 
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提案理由 

 管財住宅課の公用バスに係る交通事故について、相手方と示談による解決を図

るため専決処分したので、これを報告するものである。 

 

関係法令 

 地方自治法 

（議会の委任による専決処分） 

第１８０条 普通地方公共団体の議会の権限に属する軽易な事項で、その議決に

より特に指定したものは、普通地方公共団体の長において、これを専決処分に

することができる。 

２ 前項の規定により専決処分をしたときは、普通地方公共団体の長は、これを

議会に報告しなければならない。 
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